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議案第３２号 

 

   令和６年度静岡市一般会計予算 

 

令和６年度静岡市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３５３，４６０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

（継 続 費） 

第２条 地方自治法第２１２条第１項の規定による継続費の経費及び年割額は、「第２表 

継続費」による。 

 （繰越明許費） 

第３条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することがで

きる経費は、「第３表 繰越明許費」による。 

 （債務負担行為） 

第４条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び

限度額は、「第４表 債務負担行為」による。 

 （市   債） 

第５条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる市債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第５表 市債」による。 

 （一時借入金） 

第６条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

２０，０００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第７条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合に

おける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算

金　　　　　　額
千円

1 市 税 138,400,000

1 市 民 税 62,545,000

2 固 定 資 産 税 54,237,000

3 軽 自 動 車 税 1,963,000

4 市 た ば こ 税 4,564,000

5 鉱 産 税 79

6 入 湯 税 38,921

7 事 業 所 税 4,275,000

8 都 市 計 画 税 10,777,000

2 地 方 譲 与 税 2,547,000

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 842,000

2 自 動 車 重 量 譲 与 税 1,186,000

3 森 林 環 境 譲 与 税 353,000

4 特 別 と ん 譲 与 税 128,000

5 石 油 ガ ス 譲 与 税 38,000

3 利 子 割 交 付 金 52,000

　 1 利 子 割 交 付 金 52,000

4 配 当 割 交 付 金 656,000

　 1 配 当 割 交 付 金 656,000

5 株式等譲渡所得割交付金 894,000

　 1 株式等譲渡所得割交付金 894,000

6 分離課税所得割交付金 140,000

　 1 分離課税所得割交付金 140,000

7 法 人 事 業 税 交 付 金 1,836,000

　 1 法 人 事 業 税 交 付 金 1,836,000

8 地 方 消 費 税 交 付 金 17,896,000

　 1 地 方 消 費 税 交 付 金 17,896,000

9 ゴルフ場利用税交付金 24,000

　 1 ゴルフ場利用税交付金 24,000

10 環 境 性 能 割 交 付 金 520,000

　 1 環 境 性 能 割 交 付 金 520,000

11 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,135,000

　 1 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,135,000

歳　　　　　　　入

款 項
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千円

12 地 方 特 例 交 付 金 4,926,000

　 1 地 方 特 例 交 付 金 4,886,000

2
新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス
感染症対策地方税減収
補 塡 特 別 交 付 金

40,000

13 地 方 交 付 税 27,900,000

　 1 地 方 交 付 税 27,900,000

14 交通安全対策特別交付金 321,600

　 1 交通安全対策特別交付金 321,600

15 分 担 金 及 び 負 担 金 764,280

　 1 負 担 金 757,155

2 分 担 金 7,125

16 使 用 料 及 び 手 数 料 8,377,191

1 使 用 料 6,294,799

2 手 数 料 2,082,392

17 国 庫 支 出 金 63,762,085

1 国 庫 負 担 金 52,711,866

2 国 庫 補 助 金 10,809,124

3 国 庫 委 託 金 241,095

18 県 支 出 金 20,911,641

1 県 負 担 金 14,599,689

2 県 補 助 金 5,050,049

3 県 委 託 金 1,261,903

19 財 産 収 入 342,088

1 財 産 運 用 収 入 233,334

2 財 産 売 払 収 入 108,754

20 寄 附 金 2,755,000

　 1 寄 附 金 2,755,000

21 繰 入 金 11,019,090

1 基 金 繰 入 金 10,720,624

2 特 別 会 計 繰 入 金 298,466

22 繰 越 金 1,500,000

　 1 繰 越 金 1,500,000

23 諸 収 入 8,218,625

1 延 滞 金 及 び 加 算 金 62,000

2 預 金 利 子 3,639

3 貸 付 金 元 利 収 入 362,559

4 受 託 事 業 収 入 2,461,444

5 収 益 事 業 収 入 2,200,000

6 雑 入 3,128,983

24 市 債 33,562,400

　 1 市 債 33,562,400

353,460,000歳　　　入　　　合　　　計
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金　　　　　　額
千円

1 議 会 費 1,012,174

1 議 会 費 1,012,174

2 総 務 費 34,070,053

1 総 務 管 理 費 21,577,993

2 企 画 費 7,857,078

3 徴 税 費 2,500,699

4 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 1,439,260

5 選 挙 費 402,159

6 統 計 調 査 費 61,765

7 人 事 委 員 会 費 107,182

8 監 査 委 員 費 123,917

3 民 生 費 123,551,188

1 社 会 福 祉 費 29,137,093

2 児 童 福 祉 費 57,564,527

3 生 活 保 護 費 16,925,663

4 災 害 救 助 費 3,900

5 国 民 健 康 保 険 費 5,235,800

6 介 護 保 険 費 12,395,805

7 介 護 保 険 サ ー ビ ス 費 67,900

8 後 期 高 齢 者 医 療 費 2,220,500

4 衛 生 費 36,284,063

1 保 健 衛 生 費 6,886,296

2 保 健 予 防 費 8,742,671

3 健 康 対 策 費 4,284,458

4 生 活 衛 生 費 99,931

5 清 掃 費 10,945,561

6 簡 易 水 道 費 167,000

7 病 院 費 4,990,694

8 水 道 費 167,452

5 労 働 費 550,548

1 労 働 費 550,548

6 農 林 水 産 業 費 4,092,349

1 農 業 費 1,348,119

2 林 業 費 1,404,072

3 水 産 業 費 333,983

4 山 間 地 振 興 費 688,775

5 農 業 集 落 排 水 費 317,400

歳　　　　　　　出

款 項
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千円

7 商 工 費 6,185,112

1 商 工 費 3,251,694

2 観 光 費 1,638,767

3 港 湾 費 1,164,351

4 中 央 卸 売 市 場 費 130,300

8 土 木 費 43,030,337

1 土 木 管 理 費 672,806

2 道 路 橋 り ょ う 費 20,122,740

3 河 川 費 2,246,058

4 都 市 計 画 費 9,175,962

5 住 宅 費 2,350,545

6 動 物 園 費 762,226

7 下 水 道 費 7,700,000

9 消 防 費 12,477,320

1 消 防 費 12,477,320

10 教 育 費 48,619,715

1 教 育 総 務 費 6,255,906

2 小 学 校 費 18,994,184

3 中 学 校 費 12,052,898

4 高 等 学 校 費 1,770,973

5 社 会 教 育 費 3,559,933

6 保 健 体 育 費 5,985,821

11 災 害 復 旧 費 5,976,829

1 衛 生 施 設 災 害 復 旧 費 4,766

2 農林水産施設災害復旧費 1,832,500

3 商 工 施 設 災 害 復 旧 費 20,000

4 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 3,888,263

5 教 育 施 設 災 害 復 旧 費 231,300

12 公 債 費 37,067,000

1 公 債 費 37,067,000

13 諸 支 出 金 43,312

1 財 産 費 43,312

14 予 備 費 500,000

1 予 備 費 500,000

353,460,000歳　　　出　　　合　　　計
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第２表　　継続費

款 項 事　業　名 総　　額 年　　度 年 割 額
千円 千円

令和 ５ 年度 715,100

令和 ６ 年度 1,068,700

令和 ５ 年度 311,200

令和 ６ 年度 966,800

令和 ７ 年度 3,027,800

令和 ８ 年度 2,538,300

令和 ６ 年度 889,000

令和 ７ 年度 409,000

令和 ５ 年度 40,000

令和 ６ 年度 10,000

令和 ６ 年度 599,600

令和 ７ 年度 2,585,400

10 教 育 費

最 終 処 分 場
整 備 費

6,844,100

5 清 掃 費

仮称蒲原小中学校
建 設 費

3,185,000

3 中 学 校 費

4 衛 生 費

仮称蒲原小中学校
改 修 費

50,000

1 保 健 衛 生 費
環境保健研究所
建 設 費

1,783,800

清 水 ス ト ッ ク
ヤ ー ド 建 設 費

1,298,000
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第３表　　繰越明許費

事　　　業　　　名 金　額
千円

8 土 木 費 2 220,000

400,000

100,000

300,000

4 都 市 計 画 費 120,000

11 災 害 復 旧 費 2 780,000

10,000

140,000

500,000

290,000

90,000

10,000

4 2,000,000

597,800

500,000

500,000

公 共 災 害 復 旧 事 業 費
（ 河 川 ）

単 独 災 害 復 旧 事 業 費
（ 河 川 ）

単 独 災 害 復 旧 事 業 費
（ 林 道 ）

公 共 災 害 復 旧 事 業 費
（ 漁 港 ）

単 独 災 害 復 旧 事 業 費
（ 漁 港 ）

土 木 施 設
災 害 復 旧 費

公 共 災 害 復 旧 事 業 費
（ 道 路 橋 り ょ う ）

単 独 災 害 復 旧 事 業 費
（ 道 路 橋 り ょ う ）

橋 り ょ う 整 備 事 業 費
（ 公 共 事 業 等 ）

街 路 整 備 事 業 費
（ 公 共 事 業 等 ）

農 林 水 産
施 設
災 害 復 旧 費

公 共 災 害 復 旧 事 業 費
（ 農 業 用 施 設 ）

単 独 災 害 復 旧 事 業 費
（ 農 業 用 施 設 ）

公 共 災 害 復 旧 事 業 費
（ 林 道 ）

公 共 災 害 復 旧 事 業 費
（ 農 地 ）

款 項

道 路
橋 り ょ う 費

道 路 維 持 事 業 費
（ 公 共 事 業 等 ）

道 路 改 良 事 業 費
（ 公 共 事 業 等 ）

交 通 安 全 施 設 整 備 事 業 費
（ 公 共 事 業 等 ）
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第４表　　債務負担行為

事　　　　　　　項

静岡市土地開発公社借入金

に 対 す る 債 務 保 証

土 地 開 発 公 社

事 業 資 金

12,272,000千円

69,000千円

79,500千円

145,600千円

210,900千円

41,000千円

21,300千円

ふ る さ と 寄 附 金
管 理 等 業 務 経 費
（ そ の ２ ）

　令和７年度から令和８年度の各年度における返礼品
の調達、配送に要する額及び各年度の寄附額の合計額
に100分の8を乗じて得た額（消費税及び地方消費税を
含む）に相当する額。

　令和６年度にふるさと寄附金管理等業務委託契約を
締結し、その金額の一部を令和７年度以降２年間で支
払う。

自 令 和 ７ 年 度

至 令 和 ８ 年 度

　令和６年度に住民記録システム・共通基盤システム機
器等賃貸借契約を締結し、その金額の一部を令和７年度
以降５年間で支払う。

至 令和１１年度

期　　間 限　　度　　額

令 和 ６ 年 度

静岡市土地開発公社が、静岡市の承認を得て、令和６1
年度に事業資金として金融機関から4,000,000千円（ただ1
し、過年度事業資金借入金残高を含む。）及びその利子1
相当額の範囲内で借り入れる場合、当該金融機関に対1
し、借入金額に相当する額を限度として債務保証する。1

長 沼 遺 跡
発 掘 調 査 業 務 経 費

住 民 記 録 シ ス テ ム ・
共 通 基 盤 シ ス テ ム
機 器 等 設 置 費

　令和６年度に長沼遺跡発掘調査業務委託契約を締結
し、その金額の一部を令和７年度に支払う。

総合行政ネットワーク用
フ ァ イ ア ウ ォ ー ル
及 び 周 辺 機 器 設 置 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に総合行政ネットワーク用ファイアウォー
ル及び周辺機器賃貸借契約を締結し、その金額の一部を
令和７年度以降５年間で支払う。

至 令和１１年度

令 和 ７ 年 度

自 令 和 ７ 年 度

市 政 総 合 ネ ッ ト ワ ー ク
パ ソ コ ン 機 器 設 置 費
（ 令 和 ６ 年 度 分 ）

高 部 生 涯 学 習 交 流 館
建 設 工 事 設 計 業 務 経 費

　令和６年度に高部生涯学習交流館建設工事設計業務委
託契約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。

お 知 ら せ セ ン タ ー
運 営 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度にお知らせセンター運営業務委託契約を締
結し、その金額を令和７年度以降３年間で支払う。

至 令 和 ９ 年 度

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に市政総合ネットワークパソコン機器賃貸
借契約を締結し、その金額の一部を令和７年度以降５年
間で支払う。

至 令和１１年度

令 和 ７ 年 度

静 岡 市 民 文 化 会 館
再 整 備 事 業 費
（ そ の ２ ）

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に静岡市民文化会館再整備工事請負契約を
締結し、その金額の一部を令和７年度以降３年間で支払
う。

至 令 和 ９ 年 度
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5,900千円

11,500千円

13,400千円

32,600千円

10,780千円

6,608千円

46,100千円

24,300千円

145,800千円

5,800千円

21,460千円

住 民 基 本 台 帳
ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム
機 器 設 置 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に住民基本台帳ネットワークシステム機器
賃貸借契約を締結し、その金額の一部を令和７年度以降
５年間で支払う。

至 令和１１年度

軽 自 動 車 税
納 税 通 知 書 作 成 等
業 務 経 費

　令和６年度に軽自動車税納税通知書作成等業務委託契
約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。

個 人 市 ・ 県 民 税
納 税 通 知 書 作 成 等
業 務 経 費

　令和６年度に個人市・県民税納税通知書作成等業務委
託契約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。

固 定 資 産 税 ･ 都 市 計 画 税
納 税 通 知 書 作 成 等
業 務 経 費

　令和６年度に固定資産税・都市計画税納税通知書作成
等業務委託契約を締結し、その金額を令和７年度に支払
う。

固 定 資 産 税
路 線 価 付 設
業 務 経 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に固定資産税路線価付設業務委託契約を締
結し、その金額の一部を令和７年度以降２年間で支払
う。

至 令 和 ８ 年 度

令 和 ７ 年 度

戸 籍 シ ス テ ム
機 器 等 設 置 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に戸籍システム機器等賃貸借契約を締結
し、その金額の一部を令和７年度以降５年間で支払う。

至 令和１１年度

市 議 会 議 員 選 挙
ポ ス タ ー 掲 示 場
設 置 経 費

　令和６年度に市議会議員選挙ポスター掲示場設置業務
委託契約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。令 和 ７ 年 度

福 祉 シ ス テ ム 機 器 等
設 置 費 （ 福 祉 端 末 分 ）
（ 令 和 ６ 年 度 分 ）

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に福祉システム機器等賃貸借契約を締結
し、その金額の一部を令和７年度以降５年間で支払う。

至 令和１１年度

福 祉 シ ス テ ム 機 器 等
設 置 費 （ 介 護 端 末 分 ）
（ 令 和 ６ 年 度 分 ）

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に福祉システム機器等賃貸借契約を締結
し、その金額の一部を令和７年度以降５年間で支払う。

至 令和１１年度

後 期 高 齢 者 医 療 制 度
健 康 診 査 受 診 券
封 入 封 緘 等 業 務 経 費

　令和６年度に後期高齢者医療制度健康診査受診券封入
封緘等業務委託契約を締結し、その金額を令和７年度に
支払う。

後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 電 算 処 理
シ ス テ ム 機 器 等 設 置 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に後期高齢者医療広域連合電算処理システ
ム機器等賃貸借契約を締結し、その金額の一部を令和７
年度以降５年間で支払う。

至 令和１１年度

令 和 ７ 年 度

令 和 ７ 年 度

令 和 ７ 年 度
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88,800千円

456,400千円

268,400千円

110,000千円

15,960千円

15,960千円

203,000千円

8,250千円

26,500千円

120,000千円

343,000千円

児 童 福 祉 施 設
整 備 等 補 助 金
（ 静 岡 ホ ー ム ）

　令和６年度に児童福祉施設整備等補助金を交付決定
し、その金額の一部を令和７年度に交付する。令 和 ７ 年 度

国 民 年 金
標 準 シ ス テ ム
導 入 業 務 経 費

　令和６年度に国民年金標準システム導入業務委託契約
を締結し、その金額を令和７年度に支払う。

児 童 ク ラ ブ
運 営 業 務 経 費

　令和６年度に児童クラブ運営業務委託契約を締結し、
その金額の一部を令和７年度に支払う。令 和 ７ 年 度

令 和 ７ 年 度

東 豊 田 中 央 こ ど も 園
仮 設 園 舎 設 置 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に東豊田中央こども園仮設園舎賃貸借契約
を締結し、その金額の一部を令和７年度以降３年間で支
払う。

至 令 和 ９ 年 度

静 岡 看 護 専 門 学 校
教 育 機 器 設 置 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に静岡看護専門学校教育機器賃貸借契約を
締結し、その金額の一部を令和７年度以降５年間で支払
う。

至 令和１１年度

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に産学交流センターＯＡ機器等賃貸借契約
を締結し、その金額の一部を令和７年度以降５年間で支
払う。

至 令和１１年度

清 水 看 護 専 門 学 校
教 育 機 器 設 置 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に清水看護専門学校教育機器賃貸借契約を
締結し、その金額の一部を令和７年度以降５年間で支払
う。

至 令和１１年度

沼 上 清 掃 工 場
排 水 処 理 設 備 制 御 盤 等
改 修 事 業 費

　令和６年度に沼上清掃工場排水処理設備制御盤等修繕
契約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。令 和 ７ 年 度

　令和６年度に企業立地促進事業補助金を交付決定し、
その金額の一部を令和７年度以降７年間で交付する。

至 令和１３年度

こ ど も ク リ エ イ テ ィ ブ
タ ウ ン Ｏ Ａ 機 器 等
設 置 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度にこどもクリエイティブタウンＯＡ機器等
賃貸借契約を締結し、その金額の一部を令和７年度以降
５年間で支払う。

至 令和１１年度

産 学 交 流 セ ン タ ー
Ｏ Ａ 機 器 等 設 置 費

企 業 立 地 促 進 事 業
補 助 金
（ 令 和 ６ 年 度 分
そ の １ ）

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に企業立地促進事業補助金を交付決定し、
その金額の一部を令和７年度以降３年間で交付する。

至 令 和 ９ 年 度

企 業 立 地 促 進 事 業
補 助 金
（ 令 和 ６ 年 度 分
そ の ２ ）

自 令 和 ７ 年 度
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173,208千円

68,282千円

6,680千円

50,000千円

150,000千円

40,000千円

229,000千円

160,000千円

24,500千円

90,000千円

43,000千円

第 69 回 静 岡 ま つ り
補 助 金

　令和６年度に第69回静岡まつり補助金を交付決定し、
その金額を令和７年度に交付する。

ふ れ あ い 健 康 増 進 館
ゆ ・ ら ・ ら 入 退 館
シ ス テ ム 機 器 等 設 置 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度にふれあい健康増進館ゆ・ら・ら入退館シ
ステム機器等賃貸借契約を締結し、その金額の一部を令
和７年度以降５年間で支払う。

至 令和１１年度

令 和 ７ 年 度

国 道 ３ ６ ２ 号
（ 相 俣 ）
道路自然災害防除事業費

　令和６年度に国道３６２号（相俣）道路自然災害防除
工事請負契約を締結し、その金額を令和７年度に支払
う。

国 道 １ ５ ０ 号
新 日 本 坂 ト ン ネ ル
ラ ジ オ 再 放 送 設 備
整 備 事 業 費

　令和６年度に国道１５０号新日本坂トンネルラジオ再
放送設備整備工事請負契約を締結し、その金額を令和７
年度に支払う。

令 和 ７ 年 度

令 和 ７ 年 度

国 道 １ ５ ０ 号
新 日 本 坂 ト ン ネ ル
換 気 設 備
整 備 事 業 費

　令和６年度に国道１５０号新日本坂トンネル換気設備
整備工事請負契約を締結し、その金額を令和７年度に支
払う。

主 要 地 方 道
井 川 湖 御 幸 線
（ 下 ）
道 路 改 良 事 業 費

　令和６年度に主要地方道井川湖御幸線（下）道路改良
工事請負契約を締結し、その金額の一部を令和７年度に
支払う。

令 和 ７ 年 度

令 和 ７ 年 度

主 要 地 方 道
梅 ヶ 島 温 泉 昭 和 線
（ 蕨 野 ）
道 路 改 良 事 業 費

　令和６年度に主要地方道梅ヶ島温泉昭和線（蕨野）道
路改良工事請負契約を締結し、その金額の一部を令和７
年度に支払う。

建 築 設 計 積 算 シ ス テ ム
機 器 設 置 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に建築設計積算システム機器賃貸借契約を
締結し、その金額を令和７年度以降５年間で支払う。

至 令和１１年度

令 和 ７ 年 度

一 般 県 道
大 川 静 岡 線
狩 野 橋 ・ 狩 野 橋 歩 道 橋
耐 震 補 強 ・ 補 修 事 業 費

　令和６年度に一般県道大川静岡線狩野橋・狩野橋歩道
橋耐震補強・補修工事請負契約を締結し、その金額の一
部を令和７年度に支払う。

国 鉄 操 車 場 北 側 線
栗 原 橋 ２
補 修 事 業 費

　令和６年度に国鉄操車場北側線栗原橋２補修工事請負
契約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。

令 和 ７ 年 度

令 和 ７ 年 度

企 業 立 地 促 進 事 業
補 助 金
（ 令 和 ６ 年 度 分
そ の ３ ）

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に企業立地促進事業補助金を交付決定し、
その金額の一部を令和７年度以降４年間で交付する。

至 令和１０年度
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160,000千円

20,000千円

30,000千円

9,000千円

25,000千円

70千円

145,000千円

130,000千円

20,800千円

17,200千円

2,516,000千円

高 松 中 学 校
雨 水 貯 留 施 設
整 備 事 業 費

　令和６年度に高松中学校雨水貯留施設整備工事請負契
約を締結し、その金額の一部を令和７年度に支払う。

横 砂 地 内 水 路
河 川 改 修 事 業 費

　令和６年度に横砂地内水路河川改修工事請負契約を締
結し、その金額の一部を令和７年度に支払う。

令 和 ７ 年 度

令 和 ７ 年 度

二 級 河 川 浜 川
河 川 改 修 事 業 費

　令和６年度に二級河川浜川河川改修工事請負契約を締
結し、その金額の一部を令和７年度に支払う。

神 明 川
河 川 改 修 事 業 費

　令和６年度に神明川河川改修工事請負契約を締結し、
その金額の一部を令和７年度に支払う。

令 和 ７ 年 度

令 和 ７ 年 度

谷 津 沢 川
河 川 改 修 事 業 費

　令和６年度に谷津沢川河川改修工事請負契約を締結
し、その金額の一部を令和７年度に支払う。

宮 前 岳 美 線
街 路 整 備 事 業 費

　令和６年度に宮前岳美線街路整備工事請負契約を締結
し、その金額の一部を令和７年度に支払う。

令 和 ７ 年 度

令 和 ７ 年 度

浜 川 水 門
地 震 計 設 置 費

　令和６年度に消防総合情報システム更新工事請負契約
を締結し、その金額を令和７年度に支払う。令 和 ７ 年 度

あ さ は た 線
街 路 整 備 事 業 費

　令和６年度にあさはた線街路整備工事請負契約を締結
し、その金額の一部を令和７年度に支払う。

市 営 住 宅
給 湯 設 備 設 置 費
（ 伝 馬 町 新 田 団 地 改 良
住 宅 第 ８ 号 棟 外 ３ 棟 ）

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に市営住宅給湯設備賃貸借契約を締結し、
その金額の一部を令和７年度以降１０年間で支払う。

至 令和１６年度

令 和 ７ 年 度

市 営 住 宅
給 湯 設 備 設 置 費
（ 清 水 三 光 町 団 地
外 ３ 棟 ）

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に市営住宅給湯設備賃貸借契約を締結し、
その金額の一部を令和７年度以降１０年間で支払う。

至 令和１６年度

消 防 総 合 情 報 シ ス テ ム
更 新 事 業 費

令 和 ７ 年 度
　令和６年度に浜川水門地震計賃貸借契約を締結し、そ
の金額の一部を令和７年度に支払う。
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42,500千円

176,000千円

157,000千円

1,200,000千円

68,000千円

67,830千円

600,000千円

2,700千円

42,000千円

1,680千円

22,600千円

小 学 校
教 育 機 器 設 置 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に小学校教育機器賃貸借契約を締結し、そ
の金額の一部を令和７年度以降５年間で支払う。

至 令和１１年度

令 和 ７ 年 度

埋 蔵 文 化 財
発 掘 調 査 業 務
パ ソ コ ン 機 器 設 置 費

中学校特別教室空調設備
整 備 監 理 業 務 経 費

　令和６年度に中学校特別教室空調設備整備監理業務委
託契約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。

静 岡 市 立 高 等 学 校
校 務 用 情 報 機 器 設 置 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に静岡市立高等学校校務用情報機器賃貸借
契約を締結し、その金額の一部を令和７年度以降５年間
で支払う。

令 和 ７ 年 度

旧 文 化 財 資 料 館
解 体 事 業 費

　令和６年度に清水桜が丘高等学校情報通信機器賃貸借
契約を締結し、その金額を令和７年度以降５年間で支払
う。

至 令和１１年度

名勝日本平保存活用計画
策 定 業 務 経 費

　令和６年度に名勝日本平保存活用計画策定業務委託契
約を締結し、その金額の一部を令和７年度に支払う。令 和 ７ 年 度

登 呂 博 物 館
収 蔵 品 閲 覧 等 シ ス テ ム
機 器 設 置 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に登呂博物館収蔵品閲覧等システム機器賃
貸借契約を締結し、その金額の一部を令和７年度以降４
年間で支払う。

　令和６年度に旧文化財資料館解体工事請負契約を締結
し、その金額の一部を令和７年度に支払う。

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に埋蔵文化財発掘調査業務パソコン機器賃
貸借契約を締結し、その金額の一部を令和７年度以降４
年間で支払う。

至 令和１０年度

令 和 ７ 年 度

　令和６年度に藁科地域小中一貫校建設工事設計業務委
託契約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。

　令和６年度に中学校特別教室空調設備整備工事請負契
約を締結し、その金額の一部を令和７年度に支払う。

令 和 ７ 年 度
藁 科 地 域 小 中 一 貫 校
建 設 工 事 設 計 業 務 経 費

中学校特別教室空調設備
整 備 事 業 費

令 和 ７ 年 度

駿 河 消 防 署
用 宗 出 張 所
建 設 工 事 設 計 業 務 経 費

　令和６年度に駿河消防署用宗出張所建設工事設計業務
委託契約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。

清 水 桜 が 丘 高 等 学 校
情 報 通 信 機 器 設 置 費

自 令 和 ７ 年 度

至 令和１１年度

至 令和１０年度
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元金1,060,000,000千円及び利子相当額

元金134,000,000千円及び利子相当額

令 和 ６ 年 度 に お け る
地 方 債 証 券 の
共 同 発 行 に よ っ て
生 ず る 連 帯 債 務

自 令 和 ６ 年 度 　令和６年度に共同発行する市場公募地方債の発行総額
から本市負担分を除いた元金及びこれに対する利子相当
額に係る連帯債務。

至 令和１６年度

令 和 ６ 年 度 に お け る
地 方 債 証 券 の
共 同 発 行 に よ っ て
生 ず る 連 帯 債 務
（ グ リ ー ン ボ ン ド 分 ）

自 令 和 ６ 年 度 　令和６年度に共同発行する市場公募地方債の発行総額
から本市負担分を除いた元金及びこれに対する利子相当
額に係る連帯債務。

至 令和１６年度
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第５表　　市債

起　債　の　目　的 利 率 償 還 の 方 法

千円

財 産 管 理 事 業 342,600 1 借入先 　７％以内

車 両 管 理 事 業 13,600
政府、銀行その
他

女 性 会 館 事 業 32,000 2 借入方法

ヘ リ ポ ー ト 事 業 35,200
普通貸借又は
債券発行

市民文化会館建設事業 67,000

生涯学習施設整備事業 44,600

海洋文化施設建設事業 910,100 3 借入時期

障 害 者 福 祉 施 設
整 備 事 業

21,000 令和６年度

児童クラブ室整備事業 5,700

児童福祉施設整備事業 47,700

こ ども 園・ 保育 所等
施 設 整 備 事 業

101,700

こ ど も 園 ・ 保 育 所
建 設 事 業

19,800

看護専門学校整備事業 13,500

環境政策施設整備事業 15,000

環 境 保 健 研 究 所
機 器 整 備 事 業

40,800

斎 場 整 備 事 業 3,300

環 境 保 健 研 究 所
建 設 事 業

801,400

健康増進施設整備事業 12,200

資 源 循 環 啓 発 施 設
整 備 事 業

1,100

清 掃 運 搬 施 設 等
整 備 事 業

4,500

清掃工場施設整備事業 789,400

最 終処 分場 整備 事業 684,600

清 水ス トッ クヤ ード
建 設 事 業

89,800

畜 産 業 事 業 4,100

農 道等 維持 管理 事業 61,400

農 道等 新設 改良 事業 160,700

林 道 事 業 318,100

治 山 事 業 87,000

漁 港 管 理 事 業 13,900

限 度 額 起 債 の 方 法

　融通条件の定め
のある資金につい
ては、その融通条
件により、その他
の資金について
は、相手方との協
定によるものとす
る。
　ただし、市財政
の都合により、据
置期間及び償還期
間を短縮し、若し
くは繰上償還又は
借換をすることが
できる。

（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率とする。）

（他の地方公共
団体との共同発
行を含む。）

　ただし、市財
政の都合によ
り、起債額の全
部又は一部を翌
年度に繰り延べ
て借り入れるこ
とができる。
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海岸保全施設整備事業 22,500

山 間 地 開 発 事 業 38,700

商 工 総 務 事 業 63,000

工 業 振 興 事 業 11,900

観 光 施 設 整 備 事 業 39,800

港 湾 管 理 事 業 37,500

清 水 港 海 づ り 公 園
建 設 事 業

122,500

港 湾 建 設 事 業 472,700

道 路 維 持 事 業 1,502,500

道 路 新 設 改 良 事 業 6,369,000

交通安全施設整備事業 239,300

橋 り ょ う 整 備 事 業 1,306,500

渡 船 整 備 事 業 5,900

河 川 改 修 事 業 1,453,600

土 地 区 画 整 理 組 合
指 導 事 業

403,100

市 街 地 整 備 事 業 178,600

清 水 駅 周 辺
開 発 推 進 事 業

418,500

街 路 築 造 事 業 603,500

公 園 管 理 事 業 33,300

公 園 整 備 事 業 913,400

公 営 住 宅 建 設 事 業 247,200

動 物 園 整 備 事 業 22,800

消 防 施 設 整 備 事 業 593,700

災 害 対 策 事 業 1,608,900

教 育 指 導 事 業 6,600

教 職員 住宅 建設 事業 49,500

小 学 校 建 設 事 業 197,200

中 学 校 建 設 事 業 861,300

高 等 学 校 管 理 事 業 294,700

社 会 教 育 総 務 事 業 26,500

文 化 財 保 護 事 業 229,300

図 書 館 整 備 事 業 110,400

駿 府 城 跡 天 守 台
野外展示施設建設事業

18,000
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体 育 施 設 整 備 事 業 26,300

学校給食施設整備事業 36,600

斎 場 災 害 復 旧 事 業 4,700

農 業 用 施 設
災 害 復 旧 事 業

166,200

林 道 災 害 復 旧 事 業 413,500

漁 港 災 害 復 旧 事 業 40,000

山 間 地 振 興 施 設
災 害 復 旧 事 業

10,000

観光施設災害復旧事業 20,000

道 路 橋 り ょ う
災 害 復 旧 事 業

1,313,000

河 川 災 害 復 旧 事 業 666,500

公 園 災 害 復 旧 事 業 100,000

文 化財 災害 復旧 事業 42,300

体育施設災害復旧事業 79,600

臨 時 財 政 対 策 7,400,000
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議案第３３号 

 

   令和６年度静岡市電気事業経営記念基金会計予算 

 

令和６年度静岡市の電気事業経営記念基金会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２３２，６００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算

金　　　　　　額
千円

1 財 産 収 入 232,498

　 1 財 産 運 用 収 入 232,498

2 繰 越 金 100

1 繰 越 金 100

3 諸 収 入 2

　 1 預 金 利 子 1

　 2 雑 入 1

232,600

金　　　　　　額
千円

1 積 立 金 231,708

1 積 立 金 231,708

2 諸 支 出 金 792

1 恩 給 費 792

3 予 備 費 100

1 予 備 費 100

232,600

款 項

歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　入

款 項

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　出
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議案第３４号 

 

   令和６年度静岡市土地区画整理清算金会計予算 

 

令和６年度静岡市の土地区画整理清算金会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算

金　　　　　　額
千円

1 区 画 整 理 清 算 収 入 97

　 1 区 画 整 理 清 算 収 入 97

2 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

3 諸 収 入 2

1 延 滞 金 1

　 2 預 金 利 子 1

100

金　　　　　　額
千円

1 諸 支 出 金 100

1 一 般 会 計 繰 出 金 100

100

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　入

款 項

歳　　　　　　　出

款 項
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議案第３５号 

 

   令和６年度静岡市公共用地取得事業会計予算 

 

令和６年度静岡市の公共用地取得事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，４００，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

（市   債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる市債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 市債」による。 

 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算

金　　　　　　額
千円

1 市 債 1,400,000

　 1 市 債 1,400,000

1,400,000

金　　　　　　額
千円

1 公 共 用 地 取 得 費 1,400,000

1 公 共 用 地 取 得 費 1,400,000

1,400,000歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　入

款 項

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　出

款 項
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第２表　　市債

起　債　の　目　的 利 率 償 還 の 方 法

千円

道 路 用 地 取 得 事 業 270,000 1 借入先 　７％以内

街 路 用 地 取 得 事 業 1,130,000
政府、銀行その
他

2 借入方法

普通貸借又は
債券発行

3 借入時期

令和６年度

限 度 額 起 債 の 方 法

融通条件の定め
のある資金につい
ては、その融通条
件により、その他
の 資 金 に つ い て
は、相手方との協
定によるものとす
る。

ただし、市財政
の都合により、据
置期間及び償還期
間を短縮し、若し
くは繰上償還又は
借換をすることが
できる。

（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率とする。）ただし、市財

政 の 都 合 に よ
り、起債額の全
部又は一部を翌
年度に繰り延べ
て借り入れるこ
とができる。
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議案第３６号 

 

   令和６年度静岡市母子・父子・寡婦福祉資金貸付金会計予算 

 

令和６年度静岡市の母子・父子・寡婦福祉資金貸付金会計の予算は、次に定めるところ

による。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３２６，８００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算

金　　　　　　額
千円

1 繰 越 金 59,990

1 繰 越 金 59,990

2 諸 収 入 266,810

1 預 金 利 子 10

2 貸 付 金 元 利 収 入 251,400

　 3 雑 入 15,400

326,800

金　　　　　　額
千円

1
母 子 ･ 父 子 ・ 寡 婦 福 祉
資 金 費

326,800

1
母 子 ・ 父 子 ・ 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付 金

311,260

2 諸 費 15,540

326,800

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　入

款 項

歳　　　　　　　出

款 項
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議案第３７号 

 

   令和６年度静岡市公債管理事業会計予算 

 

令和６年度静岡市の公債管理事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５９，２８１，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算

金　　　　　　額
千円

1 財 産 収 入 266,600

1 財 産 運 用 収 入 266,600

2 繰 入 金 43,924,600

　 1 他 会 計 繰 入 金 37,058,000

2 基 金 繰 入 金 6,866,600

3 諸 収 入 100

1 預 金 利 子 100

4 市 債 15,089,700

1 市 債 15,089,700

59,281,000

金　　　　　　額
千円

1 公 債 費 59,280,900

1 公 債 費 59,280,900

2 予 備 費 100

1 予 備 費 100

59,281,000歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　入

款 項

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　出

款 項
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議案第３８号 

 

   令和６年度静岡市競輪事業会計予算 

 

令和６年度静岡市の競輪事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３６，７５９，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び

限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算

金　　　　　　額
千円

1 競 輪 事 業 収 入 34,728,988

　 1 事 業 収 入 34,728,988

2 財 産 収 入 71,872

　 1 財 産 運 用 収 入 71,872

3 繰 入 金 1,586,000

1 基 金 繰 入 金 1,586,000

4 繰 越 金 300,000

1 繰 越 金 300,000

5 諸 収 入 72,140

1 預 金 利 子 369

　 2 雑 入 71,771

36,759,000

金　　　　　　額
千円

1 業 務 費 2,387,188

1 業 務 費 2,387,188

2 開 催 費 33,761,812

1 開 催 費 33,761,812

3 諸 支 出 金 600,000

1 一 般 会 計 繰 出 金 600,000

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

36,759,000

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　出

款 項

歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　入

款 項
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第２表　　債務負担行為

事　　　　　　　項 限　　度　　額

286,000千円

期　　間

静岡競輪場大型映像装置
改 修 事 業 費

令 和 ７ 年 度
　令和６年度に静岡競輪場大型映像装置改修工事請負契
約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。
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議案第３９号 

 

   令和６年度静岡市国民健康保険事業会計予算 

 

令和６年度静岡市の国民健康保険事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６６，５０１，６００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び

限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

２，２００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した保険給付費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用 

 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算（事業勘定）

金　　　　　　額
千円

1 国 民 健 康 保 険 料 11,968,524

　 1 国 民 健 康 保 険 料 11,968,524

2 国 民 健 康 保 険 税 634

　 1 国 民 健 康 保 険 税 634

3 一 部 負 担 金 2

　 1 一 部 負 担 金 2

4 使 用 料 及 び 手 数 料 11

　 1 手 数 料 11

5 国 庫 支 出 金 16,034

1 国 庫 補 助 金 16,034

6 県 支 出 金 47,685,496

1 県 補 助 金 47,685,495

2 財政安定化基金交付金 1

7 財 産 収 入 2,932

　 1 財 産 運 用 収 入 2,932

8 繰 入 金 6,108,200

1 他 会 計 繰 入 金 5,156,100

2 基 金 繰 入 金 952,100

9 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

10 諸 収 入 598,966

　 1 延滞金、加算金及び過料 151,294

2 預 金 利 子 2,000

3 雑 入 445,672

66,380,800歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　入

款 項

39



金　　　　　　額
千円

1 総 務 費 1,386,224

1 総 務 管 理 費 714,655

2 徴 収 費 670,362

3 運 営 協 議 会 費 1,207

2 保 険 給 付 費 46,765,431

1 療 養 諸 費 40,494,262

2 高 額 療 養 費 6,042,516

3 移 送 費 561

4 出 産 育 児 諸 費 153,000

5 葬 祭 費 47,900

6 高 額 介 護 合 算 療 養 費 27,192

3
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金

17,211,112

1 医 療 給 付 費 分 11,286,309

2 後期高齢者支援金等分 4,450,664

3 介 護 納 付 金 分 1,474,139

4 共 同 事 業 拠 出 金 33

1 共 同 事 業 拠 出 金 33

5 財政安定化基金拠出金 1

1 財政安定化基金拠出金 1

6 保 健 事 業 費 549,615

1 特定健康診査等事業費 452,848

2 保 健 事 業 費 96,767

7 基 金 積 立 金 2,932

1 基 金 積 立 金 2,932

8 公 債 費 2,001

1 公 債 費 2,000

2 財政安定化基金償還金 1

9 諸 支 出 金 463,450

1 償還金及び還付加算金 441,961

2 繰 出 金 21,489

10 予 備 費 1

1 予 備 費 1

66,380,800歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　出

款 項
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第１表　　歳入歳出予算（直営診療施設勘定）

金　　　　　　額
千円

1 診 療 収 入 26,135

　 1 外 来 収 入 23,764

2 そ の 他 の 診 療 収 入 2,371

2 使 用 料 及 び 手 数 料 106

1 使 用 料 4

　 2 手 数 料 102

3 繰 入 金 92,738

1 一 般 会 計 繰 入 金 67,100

　 2 事 業 勘 定 繰 入 金 21,489

3 そ の 他 会 計 繰 入 金 4,149

4 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

5 諸 収 入 1,820

1 雑 入 1,820

120,800

金　　　　　　額
千円

1 総 務 費 78,884

1 施 設 管 理 費 78,778

2 研 究 研 修 費 106

2 医 業 費 28,101

1 医 業 費 28,101

3 公 債 費 13,315

1 公 債 費 13,315

4 予 備 費 500

1 予 備 費 500

120,800

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　出

款 項

歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　入

款 項
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第２表　　債務負担行為

事　　　　　　　項 限　　度　　額

798,500千円

12,800千円

18,500千円

10,500千円

5,000千円

期　　間

令 和 ７ 年 度

国 民 健 康 保 険 料
納 付 通 知 書
封 入 封 緘 等 業 務 経 費

令 和 ７ 年 度
　令和６年度に国民健康保険料納付通知書封入封緘等業
務委託契約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。

　令和６年度に国民健康保険特定健康診査受診券封入封
緘等業務委託契約を締結し、その金額を令和７年度に支
払う。

　令和６年度にお知らせセンター運営業務委託契約を締
結し、その金額を令和７年度以降３年間で支払う。

自 令 和 ７ 年 度

至 令 和 ９ 年 度

国 民 健 康 保 険
標 準 シ ス テ ム
導 入 業 務 経 費

　令和６年度に国民健康保険標準システム導入業務委託
契約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。

お 知 ら せ セ ン タ ー
運 営 費

令 和 ７ 年 度
国 民 健 康 保 険
資 格 確 認 書
封 入 封 緘 等 業 務 経 費

　令和６年度に国民健康保険資格確認書封入封緘等業務
委託契約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。

国 民 健 康 保 険
特 定 健 康 診 査 受 診 券
封 入 封 緘 等 業 務 経 費

令 和 ７ 年 度
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議案第４０号 

 

   令和６年度静岡市駐車場事業会計予算 

 

令和６年度静岡市の駐車場事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２４，６００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算

金　　　　　　額
千円

1 使 用 料 及 び 手 数 料 67,802

　 1 使 用 料 67,802

2 繰 入 金 56,000

1 一 般 会 計 繰 入 金 56,000

3 繰 越 金 100

1 繰 越 金 100

4 諸 収 入 698

1 預 金 利 子 1

2 雑 入 697

124,600

金　　　　　　額
千円

1 業 務 費 105,918

1 業 務 費 105,918

2 公 債 費 18,582

1 公 債 費 18,582

3 予 備 費 100

1 予 備 費 100

124,600歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　入

款 項

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　出

款 項
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議案第４１号 

 

   令和６年度静岡市介護保険事業会計予算 

 

令和６年度静岡市の介護保険事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７３，３９５，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び

限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

６，０００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した保険給付費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用 

 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算

金　　　　　　額
千円

1 保 険 料 15,632,071

　 1 介 護 保 険 料 15,632,071

2 使 用 料 及 び 手 数 料 1

　 1 手 数 料 1

3 国 庫 支 出 金 16,431,715

1 国 庫 負 担 金 12,564,349

　 2 国 庫 補 助 金 3,867,366

4 支 払 基 金 交 付 金 19,237,980

　 1 支 払 基 金 交 付 金 19,237,980

5 県 支 出 金 10,185,600

　 1 県 負 担 金 9,876,194

　 2 県 補 助 金 309,406

6 財 産 収 入 2,839

　 1 財 産 運 用 収 入 2,839

7 繰 入 金 11,712,895

　 1 一 般 会 計 繰 入 金 11,168,000

2 基 金 繰 入 金 544,895

8 繰 越 金 178,161

1 繰 越 金 178,161

9 諸 収 入 13,738

　 1 延滞金、加算金及び過料 6,612

2 預 金 利 子 1,863

3 雑 入 5,263

73,395,000

歳　　　　　　　入

款 項

歳　　　入　　　合　　　計
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金　　　　　　額
千円

1 総 務 費 1,522,470

1 総 務 管 理 費 1,178,173

2 徴 収 費 18,661

3 介 護 認 定 審 査 会 費 323,948

4 趣 旨 普 及 費 1,688

2 保 険 給 付 費 69,056,654

1 介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費 64,322,490

2 介護予防サービス等諸費 1,677,722

3 そ の 他 諸 費 54,630

4 高額介護サービス等費 1,541,574

5
特 定 入 所 者
介 護 サ ー ビ ス 等 費

1,253,222

6
高 額 医 療 合 算
介 護 サ ー ビ ス 等 費

207,016

3 地 域 支 援 事 業 費 2,335,531

1
介 護 予 防 ・
生活支援サービス事業費

1,964,726

2 一 般 介 護 予 防 事 業 費 106,851

3
包 括 的 支 援 事 業 ・
任 意 事 業 費

259,085

4 そ の 他 諸 費 4,869

4 基 金 積 立 金 2,839

1 基 金 積 立 金 2,839

5 公 債 費 1,479

1 公 債 費 1,479

6 諸 支 出 金 475,027

1 償還金及び還付加算金 177,161

2 繰 出 金 297,866

7 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

73,395,000

歳　　　　　　　出

款 項

歳　　　出　　　合　　　計
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第２表　　債務負担行為

事　　　　　　　項 限　　度　　額

7,700千円

38,000千円

13,000千円

期　　間

令 和 ７ 年 度

介 護 保 険 料
特 別 徴 収 開 始 通 知 書
及 び 納 入 通 知 書
作 成 等 業 務 経 費

　令和６年度に介護保険料特別徴収開始通知書及び納入
通知書作成等業務委託契約を締結し、その金額を令和７
年度に支払う。

Ｐ Ｆ Ｓ 活 用
介 護 予 防 事 業 効 果 検 証
業 務 経 費

　令和６年度にＰＦＳ活用介護予防事業効果検証業務委
託契約を締結し、その金額の一部を令和７年度以降２年
間で支払う。

Ｐ Ｆ Ｓ 活 用
介 護 予 防 事 業
業 務 経 費

　令和６年度にＰＦＳ活用介護予防事業業務委託契約を
締結し、その金額の一部を令和７年度以降２年間で支払
う。

自 令 和 ７ 年 度

至 令 和 ８ 年 度

自 令 和 ７ 年 度

至 令 和 ８ 年 度
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議案第４２号 

 

   令和６年度静岡市介護保険サービス会計予算 

 

令和６年度静岡市の介護保険サービス会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１１４，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算

金　　　　　　額
千円

1 使 用 料 及 び 手 数 料 45,590

　 1 使 用 料 41,699

　 2 手 数 料 3,891

2 繰 入 金 67,900

　 1 一 般 会 計 繰 入 金 67,900

3 繰 越 金 500

1 繰 越 金 500

4 諸 収 入 10

1 預 金 利 子 5

2 雑 入 5

114,000

金　　　　　　額
千円

1 サ ー ビ ス 費 113,500

　 1 サ ー ビ ス 事 業 費 113,500

2 予 備 費 500

1 予 備 費 500

114,000歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　入

款 項

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　出

款 項
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議案第４３号 

 

   令和６年度静岡市中央卸売市場事業会計予算 

 

令和６年度静岡市の中央卸売市場事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６９１，５００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び

限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算

金　　　　　　額
千円

1 使 用 料 及 び 手 数 料 354,097

　 1 使 用 料 354,097

2 財 産 収 入 130

　 1 財 産 運 用 収 入 130

3 繰 入 金 130,300

　 1 一 般 会 計 繰 入 金 130,300

4 繰 越 金 21,000

1 繰 越 金 21,000

5 諸 収 入 185,973

1 預 金 利 子 14

2 雑 入 185,959

691,500

金　　　　　　額
千円

1 総 務 費 689,500

1 総 務 管 理 費 683,992

2 業 務 費 5,508

2 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

691,500歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　入

款 項

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　出

款 項
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第２表　　債務負担行為

事　　　　　　　項 限　　度　　額

1,400千円

期　　間

販 売 原 票 等 電 子 報 告 化
シ ス テ ム 機 器 設 置 費

自 令 和 ７ 年 度 　令和６年度に販売原票等電子報告化システム機器賃貸
借契約を締結し、その金額の一部を令和７年度以降５年
間で支払う。

至 令和１１年度
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議案第４４号 

 

   令和６年度静岡市後期高齢者医療事業会計予算 

 

令和６年度静岡市の後期高齢者医療事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２，５３９，６００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算

金　　　　　　額
千円

1 後期高齢者医療保険料 9,947,200

　 1 後期高齢者医療保険料 9,947,200

2 繰 入 金 2,220,500

1 一 般 会 計 繰 入 金 2,220,500

3 繰 越 金 350,000

1 繰 越 金 350,000

4 諸 収 入 21,900

1 延滞金、加算金及び過料 2,100

2 預 金 利 子 500

3 他 団 体 納 入 金 19,300

12,539,600

金　　　　　　額
千円

1
後期高齢者医療広域連合
納 付 金

12,519,800

1
後期高齢者医療広域連合
納 付 金

12,519,800

2 諸 支 出 金 19,800

1 償還金及び還付加算金 19,300

2 繰 出 金 500

12,539,600歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　入

款 項

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　出

款 項
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議案第４５号 

 

   令和６年度静岡市立静岡病院事業債管理事業会計予算 

 

令和６年度静岡市の静岡市立静岡病院事業債管理事業会計の予算は、次に定めるところ

による。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９８８，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

（市   債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる市債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 市債」による。 

 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算

金　　　　　　額
千円

1 分 担 金 及 び 負 担 金 688,000

　 1 負 担 金 688,000

2 市 債 300,000

1 市 債 300,000

988,000

金　　　　　　額
千円

1 貸 付 金 300,000

1 貸 付 金 300,000

2 公 債 費 688,000

1 公 債 費 688,000

988,000歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　入

款 項

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　出

款 項
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第２表　　市債

起　債　の　目　的 利 率 償 還 の 方 法

千円

静 岡 病 院 事 業
貸 付 金

300,000 1 借入先 　７％以内

銀行その他

2 借入方法

普通貸借又は
債券発行

3 借入時期

令和６年度

限 度 額 起 債 の 方 法

融通条件の定め
のある資金につい
ては、その融通条
件により、その他
の 資 金 に つ い て
は、相手方との協
定によるものとす
る。

ただし、市財政
の都合により、据
置期間及び償還期
間を短縮し、若し
くは繰上償還又は
借換をすることが
できる。

（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率とする。）ただし、市財

政 の 都 合 に よ
り、起債額の全
部又は一部を翌
年度に繰り延べ
て借り入れるこ
とができる。
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議案第５１号 

 

静岡市農業集落排水事業の設置等に関する条例の制定について 

 

 静岡市農業集落排水事業の設置等に関する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

   静岡市農業集落排水事業の設置等に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和27年法律第292号。以下「法」という。）の規定に

基づき、静岡市の経営する農業集落排水事業の設置等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （農業集落排水事業の設置） 

第２条 農業用用排水の水質の保全及び農業集落の生活環境の整備を図り、併せて公共用水域

の水質の保全に資するため、静岡市に農業集落排水事業を設置する。 

 （法の財務規定等の適用） 

第３条 法第２条第３項及び地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号）第１条第２項の規

定により、農業集落排水事業に法第２条第２項に規定する財務規定等を適用する。 

 （経営の基本） 

第４条 農業集落排水事業を行う施設の名称、その主たる施設の位置及び区域は、次のとおり

とする。 

名称 その主たる施設の位置 区域 

静岡市有東木地区農業集

落排水処理施設 

静岡市葵区有東木350番地の４ 静岡市葵区有東木の一部 

静岡市平野地区農業集落

排水処理施設 

静岡市葵区平野1097番地の54 静岡市葵区平野の一部 

静岡市坂ノ上地区農業集

落排水処理施設 

静岡市葵区坂ノ上811番地の２ 静岡市葵区坂ノ上の一部 

静岡市日向地区農業集落 静岡市葵区日向174番地 静岡市葵区日向の一部 
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排水処理施設   

静岡市大原地区農業集落

排水処理施設 

静岡市葵区大原1486番地の１ 静岡市葵区大原の一部 

静岡市油山地区農業集落

排水処理施設 

静岡市葵区油山1630番地の18 静岡市葵区油山、松野及び

津渡野の一部 

静岡市俵沢地区農業集落

排水処理施設 

静岡市葵区津渡野608番地 静岡市葵区油島、俵沢、野

田平及び郷島の一部 

静岡市富厚里地区農業集

落排水処理施設 

静岡市葵区富厚里1623番地の１ 静岡市葵区富厚里の一部 

静岡市葛沢地区農業集落

排水処理施設 

静岡市清水区葛沢242番地の２ 静岡市清水区葛沢の一部 

静岡市布沢・土地区農業

集落排水処理施設 

静岡市清水区土51番地 静岡市清水区布沢及び土

の一部 

静岡市善福寺地区農業集

落排水処理施設 

静岡市清水区蒲原3851番地 静岡市清水区蒲原の一部 

 （重要な資産の取得及び処分） 

第５条 法第33条第２項の規定により予算に定めなければならない農業集落排水事業の用に供

する資産の取得及び処分は、予定価格（適正な対価を得てする売払い以外の方法による譲渡

にあっては、その適正な見積価額）が8,000万円以上の不動産若しくは動産の買入れ若しくは

譲渡（不動産の信託の場合を除き、土地については、その面積が１件１万平方メートル以上

のものに係るものに限る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは譲渡とする。 

 （資本剰余金） 

第６条 毎事業年度生じた資本剰余金は、その源泉別に当該内容を示す名称を付した科目に積

み立てなければならない。 

 （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第７条 法第34条において読み替えて準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２

の８第８項の規定により農業集落排水事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除について

議会の同意を得なければならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が10万円以上である場

合とする。 

 （議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等） 

第８条 農業集落排水事業の業務に関し、法第40条第２項の規定に基づき条例で定めるものは、
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次に掲げるものとする。 

（１）負担付きの寄附又は贈与の受領で、その金額又は目的物の価額が１件につき50万円を超

えるもの 

（２）法律上市の義務に属する損害賠償の額の決定で、１件につきその額が300万円を超えるも

の。ただし、次に掲げるものは、除くものとする。 

  ア 交通事故に係る損害賠償の額の決定で、その額が自動車損害賠償責任保険契約、自動

車保険普通保険契約又は自動車損害共済委託契約により支払われる保険金の額及び塡補

額に免責金額を加えた額を超えないもの 

  イ 農業集落排水事業の用に供する施設の設置又は管理上の事故に係る損害賠償の額の決

定で、その額が農業集落排水事業の用に供する施設に係る賠償責任保険契約により支払

われる塡補額に免責金額を加えた額を超えないもの 

 （業務状況説明書類の作成） 

第９条 市長は、農業集落排水事業に関し、法第40条の２第１項の規定に基づき、毎事業年度

４月１日から９月30日までの業務の状況を説明する書類を11月30日までに、10月１日から３

月31日までの業務の状況を説明する書類を５月31日までに作成しなければならない。 

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次に掲げる事項を記載するとともに、11月30日ま

でに作成する書類においては前事業年度の決算の状況を、５月31日までに作成する書類にお

いては同日の属する事業年度の予算の概要及び事業の経営方針をそれぞれ明らかにしなけれ

ばならない。 

（１）事業の概況 

（２）経理の状況 

（３）前２号に掲げるもののほか、農業集落排水事業の経営状況を明らかにするため市長が必

要があると認める事項 

３ 天災その他のやむを得ない事故により、第１項に定める期日までに同項の業務の状況を説

明する書類を作成することができなかった場合においては、市長は、できるだけ速やかにこ

れを作成しなければならない。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （静岡市特別会計条例の一部改正） 

２ 静岡市特別会計条例（平成15年静岡市条例第56号）の一部を次のように改正する。 
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  第１条中第６号を削り、第７号を第６号とし、第８号から第14号までを１号ずつ繰り上げ

る。 

 （静岡市農業集落排水処理施設条例の一部改正） 

３ 静岡市農業集落排水処理施設条例の一部を次のように改正する。 

第１条を次のように改める。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、農業集落排水処理施設の管理に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 第２条を次のように改める。 

第２条 削除 

第３条第２号を次のように改める。 

（２）農業集落排水処理施設 汚水を排除するために設けられる排水管、排水きょその他の

排水施設、これに接続して汚水を最終的に処理するための処理施設及びこれらの施設に

付随する施設で、静岡市の設置する農業集落排水事業を行うためのものをいう。 

第３条第３号から第５号までの規定中「排水処理施設」を「農業集落排水処理施設」に改

める。 

第４条、第10条第１項、第11条及び第13条から第15条までの規定中「排水処理施設」を「農

業集落排水処理施設」に改める。 
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議案第５２号 

 

   静岡市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用等に関する条例の一部改正について 

 

 静岡市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司 

 

   静岡市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例 

静岡市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用等に関する条例（平成27年静岡市条例第111号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務（法第19条

第８号に規定する特定個人番号利用事務をいう。）」に、「同表の第４欄に掲げる特定個人情報」

を「利用特定個人情報（法第19条第８号に規定する利用特定個人情報をいう。以下同じ。）」に

改め、同条ただし書中「当該特定個人情報」を「当該利用特定個人情報」に改め、同条第３項

中「及び前項本文」を削り、「利用」の次に「又は前項本文の規定による利用特定個人情報の

利用」を、「当該特定個人情報」の次に「又は当該利用特定個人情報」を加える。 

別表中 

「 

１ 地方税法（昭和25年法律第226号）

その他の地方税に関する法律及び

これらの法律に基づく条例による

地方税の賦課徴収又は地方税に関

する調査（犯則事件の調査を含む。）

に関する事務であって規則で定め

るもの 

生活保護法による保護の実施又は就労自立

給付金の支給に関する情報（第３条第１号

の外国人に係る生活保護に関する情報を含

む。以下「生活保護関係情報」という。）で

あって規則で定めるもの 

 を 

                                        」 
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「 

１ 地方税法（昭和25年法律第226号）

その他の地方税に関する法律及び

これらの法律に基づく条例又は森

林環境税及び森林環境譲与税に関

する法律（平成31年法律第３号）に

よる地方税若しくは森林環境税の

賦課徴収又は地方税若しくは森林

環境税に関する調査（犯則事件の調

査を含む。）に関する事務であって

規則で定めるもの 

生活保護法による保護の実施又は就労自立

給付金の支給に関する情報（第３条第１号

の外国人に係る生活保護に関する情報を含

む。以下「生活保護関係情報」という。）で

あって規則で定めるもの 
 に 

                                        」 

改める。 

附 則 

 この条例中別表の改正規定は令和６年４月１日から、第４条の改正規定は行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法

律第48号）の施行の日から施行する。 
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議案第５３号 

 

静岡市附属機関設置条例の一部改正について 

 

 静岡市附属機関設置条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
 

静岡市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

静岡市附属機関設置条例（平成30年静岡市条例第17号）の一部を次のように改正する。 

別表第１の１市長の表中 

「 

静岡市行

財政改革

推進審議

会 

市の行財政の改善

合理化について調

査審議し、又は市長

に意見を述べるこ

と。 

10人以

内 

１ 市の行財政

に関し優れた

識見を有する

者 

２ 市民 

２年 委員の互

選により

定める者 

 を 
静岡市政

策・施策外

部評価委

員会 

静岡市自治基本条

例（平成17年静岡市

条例第１号）第24条

第１項の規定に基

づき、市の政策及び

施策について評価

すること。 

10人以

内 

１ 学識経験を

有する者 

２ 市民 

２年 委員の互

選により

定める者 

                                        」 

「 

静岡市行

財政改革

推進審議

会 

市の行財政の改善

合理化について調

査審議し、又は市長

に意見を述べるこ 

10人以

内 

１ 市の行財政

に関し優れた

識見を有する

者 

２年 委員の互

選により

定める者 

 

 

に、 
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 と。  ２ 市民    

                                        」 

「 

静岡市中

央新幹線

建設事業

影響評価

協議会 

中央新幹線の建設

事業により生ずる

環境等に関する影

響について専門的

な見地から調査審

議すること。 

５人以

内 

中央新幹線の建

設事業により生

ずる影響に関し

優れた識見を有

する者 

２年 委員の互

選により

定める者 

 を 

静岡市大

規模小売

店舗立地

審議会 

大規模小売店舗の

立地に係る周辺地

域の生活環境の保

持に関する事項に

ついて専門的な見

地から調査審議す

ること。 

８人以

内 

大規模小売店舗

の立地により生

ずる影響に関し

優れた識見を有

する者 

２年 委員の互

選により

定める者 

静岡市Ｃ

ＳＲ企業

表彰専門

委員会 

企業の社会的責任

を果たすための活

動を自主的に取り

組む中小企業等の

表彰に係る選定基

準及び表彰の妥当

性について専門的

な見地から調査審

議すること。 

６人以

内 

１ 学識経験を

有する者 

２ 経済団体を 

代表する者 

３ 環境団体を

代表する者 

４ 市民団体を

代表する者 

２年 委員の互

選により

定める者 

                                        」 

「 

静岡市中

央新幹線

建設事業 

中央新幹線の建設

事業により生ずる

環境等に関する影 

８人以

内 

中央新幹線の建

設事業により生

ずる影響に関し 

２年 委員の互

選により

定める者 
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影響評価

協議会 

響について専門的

な見地から調査審

議すること。 

 優れた識見を有

する者 

  

 

静岡市大 大規模小売店舗の ８人以 大規模小売店舗 ２年 委員の互  に、 

規模小売

店舗立地

審議会 

立地に係る周辺地

域の生活環境の保

持に関する事項に

ついて専門的な見

地から調査審議す

ること。 

内 の立地により生

ずる影響に関し

優れた識見を有

する者 

 選により

定める者 

 

                                        」 

「 

静岡市み

どりの基

本計画改

定専門委

員会 

静岡市みどり条例

（平成27年静岡市

条例第14号）第８条

第１項の静岡市み

どりの基本計画の

改定の素案につい

て専門的な見地か

ら調査審議するこ

と。 

11人以

内 

１ 学識経験を

有する者 

２ 緑化団体の

代表者 

委嘱の

日から

当該調

査審議

が終了

する日

まで 

委員の互

選により

定める者 

 を 

                                        」 

「 

静岡市み

どりの基

本計画改

定専門委

員会 

静岡市みどり条例

（平成27年静岡市

条例第14号）第８条

第１項の静岡市み

どりの基本計画の

改定の素案につい

て専門的な見地か 

11人以

内 

１ 学識経験を

有する者 

２ 緑化団体の

代表者 

委嘱の

日から 

当該調

査審議

が終了

する日

まで 

委員の互

選により 

定める者 
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 ら調査審議するこ

と。 

    

に、 

静岡市日

本平公園

基本計画

改定専門

委員会 

静岡市日本平公園

基本計画の改定の

素案について専門

的な見地から調査

審議すること。 

10人以

内 

１ 学識経験を

有する者 

２ 公園整備に

関し優れた識

見を有する者 

３ 関係団体の

代表者 

委嘱の

日から

当該調

査審議

が終了

する日

まで 

委員の互

選により

定める者 

 

                                        」 

「 

静岡市空

家等対策

審議会 

空家等対策の推進

に関する特別措置

法（平成26年法律第

127号）第14条の規

定による措置の方

針について調査審

議すること。 

５人以

内 

学識経験を有す

る者 

２年 委員の互

選により

定める者 

 を 

                                        」 

「 

静岡市空

家等対策

審議会 

空家等対策の推進

に関する特別措置

法（平成26年法律第

127号）第13条及び

第22条の規定によ

る措置の方針につ

いて調査審議する

こと。 

５人以

内 

学識経験を有す

る者 

２年 委員の互

選により

定める者 

 に 

                                        」 

改める。 
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   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の静岡市附属機関設置条例別表第１の規定にかかわらず、この条例

の施行の日以後に委嘱される静岡市中央新幹線建設事業影響評価協議会の委員の任期は、令

和７年７月13日までとする。 
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議案第５４号 

 

静岡市職員定数条例の一部改正について 

 

 静岡市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
 

静岡市職員定数条例の一部を改正する条例 

 静岡市職員定数条例（平成15年静岡市条例第26号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１号及び第２号を次のように改める。 

（１）議会の事務部局の職員 21人 

（２）市長の事務部局の職員 4,113人 

 第２条第５号を次のように改める。 

（５）教育委員会の事務部局及び教育機関の職員 3,429人 

第２条第８号を次のように改める。 

（８）消防職員 1,045人 

 附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に次の１項を加え

る。 

 （定数の特例） 

２ 定数調整年度（令和６年度、令和８年度、令和10年度、令和12年度及び令和14年度をいう。

以下同じ。）における職員の定数については、第２条各号の規定にかかわらず、当該定数調整

年度に静岡市職員の定年等に関する条例（令和４年静岡市条例第33号）第２条の規定により

退職することが見込まれている職員の数に２分の１を乗じて得た数の範囲内で、第２条に定

める定数を超えることができるものとする。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第５５号 

 

   静岡市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例及び静岡市職員

の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 

 静岡市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例及び静岡市職員の育児休業等に関

する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

   静岡市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例及び静岡市職員の育児休業等

に関する条例の一部を改正する条例 

 （静岡市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第１条 静岡市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年静岡市条例第３

号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第９条・第10条」を「第９条―第10条の２」に改め、「期末手当」の次に「及び勤

勉手当」を加える。 

第２条中「、期末手当」の次に「、勤勉手当」を加え、「及び期末手当」を「、期末手当及

び勤勉手当」に改める。 

第10条第１項中「以下」の次に「この項、第３項及び第４項において」を加え、第２章第

２節中同条の次に次の１条を加える。 

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第10条の２ フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この

項及び第４項においてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職するフルタイム会

計年度任用職員（任期が６月以上の者に限る。）に対して、それぞれ６月30日及び12月10日

（これらの日が日曜日又は土曜日に当たるときは、それぞれその直近の金曜日）に支給す

る。これらの基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡したフルタイム会計年度任用職員に

ついても、同様とする。 

２ 任期が６月に満たないフルタイム会計年度任用職員が、前会計年度の末日まで本市の法

第３条第２項に規定する一般職に属する職員（１週間当たりの勤務時間が15時間30分未満
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のパートタイム会計年度任用職員を除く。）として任用され、同日の翌日にフルタイム会計

年度任用職員として任用された場合には、当該任期と前会計年度の任期（任期の定めのな

い職員にあっては、その勤続期間）を通算した期間を前項の任期とみなす。 

３ フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に市規則で定める割合

を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額の総額は、

勤勉手当基礎額に100分の102.5を乗じて得た額の総額を超えてはならない。 

４ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれの基準日現在（退職し、又は死亡したフルタイム会

計年度任用職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在）においてフルタイム会計年度

任用職員が受けるべき給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額とする。 

５ フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当の勤務期間の算定、支給制限及び支給の一時差

止めについては、常勤職員の例による。 

 「第２節 期末手当」を「第２節 期末手当及び勤勉手当」に改める。 

  第18条の見出し中「期末手当」の次に「及び勤勉手当」を加え、同条中「第10条」の次に

「及び第10条の２」を加える。 

 （静岡市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 静岡市職員の育児休業等に関する条例（平成15年静岡市条例第35号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第７条第２項中「の基準日」の次に「又は静岡市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例第10条の２第１項（同条例第18条において準用する場合を含む。）に規定するそれ

ぞれの基準日」を加える。 

第15条第５項の表第11条第２項の項及び第21条第５項の表第11条第２項の項中「第22条の

４第１項」を「地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の４第１項」に改める。 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第５６号 

 

静岡市新型コロナウイルス感染症経済変動対策資金特別利子助成基金条例

の一部改正について 

 

 静岡市新型コロナウイルス感染症経済変動対策資金特別利子助成基金条例の一部を改正する

条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

静岡市新型コロナウイルス感染症経済変動対策資金特別利子助成基金条例の一部を改正

する条例 

 静岡市新型コロナウイルス感染症経済変動対策資金特別利子助成基金条例（令和２年静岡市

条例第79号）の一部を次のように改正する。 

 附則第２項中「令和６年３月31日」を「令和８年３月31日」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５７号 

 

静岡市手数料条例の一部改正について 

 

静岡市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

静岡市手数料条例の一部を改正する条例 

静岡市手数料条例（平成15年静岡市条例第103号）の一部を次のように改正する。 

別表第３中 

「 

介護予防・生活支援型在宅高齢者短期保護事業 １日につき 1,000円 
 を 

高齢者生活支援ショートステイ事業 １日につき 1,000円 

                                        」 

「 

高齢者生活支援ショートステイ事業 １日につき 1,000円 に、 

                                        」 

「 

介護医療院変更許可申請（構造設備の変更を伴うものに

限る。） 

１件につき 33,000円 

  を 

指定介護療養型医療施設指定更新申請 １件につき 15,000円 

                                        」 

「 

介護医療院変更許可申請（構造設備の変更を伴うものに

限る。） 

１件につき 33,000円 
に、 

                                        」 

「 

指定地域密着型介護予防サービス事業者指定申請 １件につき 15,000円  を 

94



 （更新の場合は8,000円）  

                                        」 

「 

指定地域密着型介護予防サービス事業者指定申請 １件につき 15,000円 

（更新の場合は8,000円） 
に、 

指定介護予防支援事業者指定申請 １件につき 20,000円 

（更新の場合は10,000円） 

                                        」 

「 

登録基準該当介護予防サービス事業者登録申請 １件につき 15,000円 

（更新の場合は8,000円） 
 を 

                                        」 

「 

登録基準該当介護予防サービス事業者登録申請 １件につき 15,000円 

（更新の場合は8,000円） 
に 

登録基準該当介護予防支援事業者登録申請 １件につき 20,000円 

（更新の場合は10,000円） 

                                        」 

改め、同表備考を次のように改める。 

備考 

１ 放課後児童健全育成事業を午後６時から午後７時までの間に利用しようとする場合の

手数料の額は、この表の手数料の額に児童１人１日につき100円を加算する。この場合に

おいて、当該加算する額は、児童１人１月につき1,000円を上限とする。 

２ 放課後児童健全育成事業のうち清水区で実施する事業（静岡市立蒲原東小学校、静岡

市立由比小学校及び静岡市由比児童館で実施する事業を除く。）を土曜日に利用しようと

する場合の手数料の額は、この表の手数料の額に児童１人１月につき2,000円（７月にお

ける21日以後の利用のみの場合は800円）を加算する。 

 別表第４中 
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「 

特定動物の飼養又は保管の変更許可申請 １件につき 9,100円  を 

                                        」 

「 

特定動物の飼養又は保管の変更許可申請 １件につき 9,100円 
 に 

動物の火葬 １頭、１匹又は１羽につき 3,400円 

                                        」 

改める。 

別表第７中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する法律」に、 

「 

特定の民間再開発事業認定申請 31,000円 
 を 

特定民間再開発事業認定申請 32,000円 

                                        」 

「 

特定民間再開発事業認定申請 32,000円  に 

                                        」 

改める。 

別表第９中 

「 

  浮き屋根式

特定屋外タ

ンク貯蔵所

及び浮き蓋

付特定屋外

タンク貯蔵

所 

危険物の貯蔵最大

数量が1,000キロ

リ ッ ト ル 以 上

5,000キロリット

ル未満のもの 

1,180,000円  

危険物の貯蔵最大

数量が5,000キロ

リットル以上１万

キロリットル未満

のもの 

1,410,000円  
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   危険物の貯蔵最大

数量が１万キロリ

ットル以上５万キ

ロリットル未満の

もの 

1,590,000円 

 を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危険物の貯蔵最大

数量が５万キロリ

ットル以上10万キ

ロリットル未満の

もの 

1,950,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が10万キロリ

ットル以上20万キ

ロリットル未満の

もの 

2,270,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が20万キロリ

ットル以上30万キ

ロリットル未満の

もの 

4,550,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が30万キロリ

ットル以上40万キ

ロリットル未満の

もの 

5,820,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が40万キロリ

ットル以上のもの 

7,070,000円 

                                        」 
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「 

  浮き屋根式

特定屋外タ

ンク貯蔵所

及び浮き蓋

付特定屋外

タンク貯蔵

所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危険物の貯蔵最大

数量が1,000キロ

リ ッ ト ル 以 上

5,000キロリット

ル未満のもの 

1,450,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 に、 

危険物の貯蔵最大

数量が5,000キロ

リットル以上１万

キロリットル未満

のもの 

1,720,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が１万キロリ

ットル以上５万キ

ロリットル未満の

もの 

1,920,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が５万キロリ

ットル以上10万キ

ロリットル未満の

もの 

2,360,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が10万キロリ

ットル以上20万キ

ロリットル未満の

もの 

2,740,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が20万キロリ

ットル以上30万キ

ロリットル未満の 

5,640,000円 

98



   もの  

危険物の貯蔵最大

数量が30万キロリ

ットル以上40万キ

ロリットル未満の

もの 

7,240,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が40万キロリ

ットル以上のもの 

8,790,000円 

                                        」 

「 

 高圧ガス保安法第

５条第１項第１号

に該当する者であ

って移動式製造設

備のみを使用して

高圧ガスの製造を

するもの 

処理容積が100立方

メートル以上200立

法メートル未満の

設備 

7,400円 

 を 

                                        」 

「  

 高圧ガス保安法第

５条第１項第１号

に該当する者であ

って移動式製造設

備のみを使用して

高圧ガスの製造を

するもの 

処理容積が100立方

メートル以上200立

方メートル未満の

設備 

7,400円 

 に、 

                                        」 
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「 

  処理容積が1,000万

立方メートル以上

の設備 

91,000円 

 を 

                                        」 

「 

  処理容積が1,000万

立方メートル以上

の設備 

91,000円 

に、 

当該移動式製造設

備について液化石

油ガスの保安の確

保及び取引の適正

化に関する法律（昭

和42年法律第149

号。以下「液化石油

ガス法」という。）

第37条の４第１項

の許可を受けた者

の許可の申請に対

する審査 

6,000円 

                                        」 

「  

高圧ガス保安法第20条第１項の規定に基づく高圧ガスの製造

のための施設の完成検査 

当該施設に係る事

業所について適用

されるべき高圧ガ

ス保安法第５条第

１項の規定に基づ

く高圧ガスの製造

の許可申請の項に 
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 掲げる区分に応じ、

それぞれ当該手数

料の額の４分の３

に相当する額（高圧

ガス保安法第５条

第１項の許可に係

る液化石油ガスの

製造のための施設

であって、液化石油

ガスの保安の確保

及び取引の適正化

に関する法律（昭和

42年法律第149号。

以下「液化石油ガス

法」という。）第37

条の３第１項の完

成検査を受け、液化

石油ガス法第37条

の技術上の基準に

適合していると認

められたものの完

成検査にあっては、

6,100円） 

 を 

 

 

 

 

 

 

                                        」 

「  

高圧ガス保安法第20条第１項の規定に基づく高圧ガスの製造

のための施設の完成検査 

当該施設に係る事業

所について適用され

るべき高圧ガス保安

法第５条第１項の規

定に基づく高圧ガス 
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 の製造の許可申請

の項に掲げる区分

に応じ、それぞれ当

該手数料の額の４

分の３に相当する

額（高圧ガス保安法

第５条第１項の許

可に係る液化石油

ガスの製造のため

の施設であって、液

化石油ガス法第37

条の３第１項の完

成検査を受け、液化

石油ガス法第37条

の技術上の基準に

適合していると認

められたものの完

成検査にあっては、

6,100円） 

 に 

 

 

 

 

 

                                        」 

改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、別表第４の改正規定は同年８月１日

から、別表第３備考の改正規定は同年10月１日から施行する。 
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議案第５８号 

 

   静岡市国民健康保険条例の一部改正について 

 

 静岡市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

   静岡市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 静岡市国民健康保険条例（平成16年静岡市条例第19号）の一部を次のように改正する。 

 第９条を次のように改める。 

 （被保険者に係る基礎賦課額） 

第９条 保険料の賦課額のうち被保険者に係る基礎賦課額は、当該世帯に属する被保険者につ

き算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯につき算定した世

帯別平等割額の合算額とする。 

 第10条の見出し及び同条第１項並びに第11条（見出しを含む。）中「一般被保険者」を「被保

険者」に改める。 

第12条及び第13条を次のように改める。 

第12条及び第13条 削除 

 第14条を次のように改める。 

 （基礎賦課限度額） 

第14条 第９条の基礎賦課額は、65万円を超えることができない。 

第14条の２（見出しを含む。）中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

第14条の３（見出しを含む。）中「一般被保険者」を「被保険者」に改め、同条第１号中「100

分の2.30」を「100分の2.57」に改め、同条第２号中「9,800円」を「10,500円」に改め、同条

第３号ア中「7,600円」を「7,900円」に改め、同号イ中「3,800円」を「3,950円」に改め、同

号ウ中「5,700円」を「5,925円」に改める。 

第14条の４を次のように改める。 

 （後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第14条の４ 第14条の２の後期高齢者支援金等賦課額は、24万円を超えることができない。 
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 第14条の５及び第14条の６を削る。 

第16条中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

 第22条第１項中「第29条の７の２第１項」を「第29条の７の２第２項」に、「、第12条、」を

「若しくは」に改め、「若しくは第14条の４において準用する第12条」を削り、「同条第３項各

号に定める額」の次に「、第23条の３第１項（同条第３項の規定により読み替えて準用する場

合を含む。）に定める第11条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率にそれぞれ10分の５を乗

じて得た額、第23条の３第２項第１号（同条第３項の規定により読み替えて準用する場合を含

む。）に定める額、第23条の４第１項各号（同条第３項又は第４項の規定により読み替えて準用

する場合を含む。）に定める額若しくは同条第２項各号（同条第３項又は第４項の規定により読

み替えて準用する場合を含む。）に定める額」を加え、同条第２項中「、第12条、」を「若しく

は」に改め、「若しくは第14条の４において準用する第12条」を削り、「同条第３項各号に定め

る額」の次に「、第23条の３第１項（同条第３項の規定により読み替えて準用する場合を含む。）

に定める第11条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率にそれぞれ10分の５を乗じて得た額、

第23条の３第２項第１号（同条第３項の規定により読み替えて準用する場合を含む。）に定める

額、第23条の４第１項各号（同条第３項又は第４項の規定により読み替えて準用する場合を含

む。）に定める額若しくは同条第２項各号（同条第３項又は第４項の規定により読み替えて準用

する場合を含む。）に定める額」を加える。 

 第23条第１項中「又は第12条」を削り、同項第２号中「29万円」を「29万5,000円」に改め、

同項第３号中「53万5,000円」を「54万5,000円」に改め、同条第２項中「又は第12条」及び「又

は第14条の４」を削り、「第14条の６」を「第14条の４」に改め、同条第３項第２号中「29万円」

を「29万5,000円」に改め、同項第３号中「53万5,000円」を「54万5,000円」に改める。 

 第23条の３第１項及び同条第２項第１号中「（第13条において読み替えて準用する場合を含

む。）」を削り、同条第３項中「（第13条において読み替えて準用する場合を含む。）」及び「（第

14条の５において読み替えて準用する場合を含む。）」を削る。 

 第23条の４第１項中「又は第12条」を削り、同項第１号及び第２号中「（第13条において読み

替えて準用する場合を含む。）」を削り、同条第２項中「又は第12条」を削り、同項第１号及び

第２号中「（第13条において読み替えて準用する場合を含む。）」を削り、同条第３項中「22万円」

を「24万円」に改め、同項中「（第13条において読み替えて準用する場合を含む。）」、「又は第14

条の５において読み替えて準用する第10条」及び「（第14条の５において読み替えて準用する場

合を含む。）」を削り、同条第４項中「（第13条において読み替えて準用する場合も含む。）」及び

「（第13条において読み替えて準用する場合を含む。）」を削り、同条第６項第１号中「個人番号」
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の次に「（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25

年法律第27号）第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下同じ。）」を加える。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の国民健康保険条例の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料に

ついて適用し、令和５年度分までの保険料については、なお従前の例による。 
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議案第５９号 

 

   静岡市介護保険条例の一部改正について 

 

 静岡市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出  

 

 静岡市長  難 波 喬 司     

 

   静岡市介護保険条例の一部を改正する条例 

 静岡市介護保険条例（平成15年静岡市条例第108号）の一部を次のように改正する。 

 第14条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に

改め、同項第１号中「37,900円」を「34,600円」に改め、同項第２号中「49,300円」を「52,100

円」に改め、同項第３号中「56,900円」を「52,500円」に改め、同項第４号中「68,300円」を

「68,500円」に改め、同項第５号中「75,900円」を「76,200円」に改め、同項第６号中「91,000

円」を「91,400円」に改め、同項第７号中「98,600円」を「99,000円」に改め、同項第８号中

「113,800円」を「114,300円」に改め、同項第９号中「129,000円」を「129,500円」に改め、

同項第10号中「136,600円」を「137,100円」に改め、同項第11号中「151,800円」を「152,400

円」に改め、同項第12号中「159,300円」を「160,000円」に改め、同項第13号中「170,700円」

を「171,400円」に改め、同項第14号中「178,300円」を「179,000円」に改め、同項第15号中「189,700

円」を「190,500円」に改め、同条第２項中「の令和３年度から令和５年度までの」を「につい

ての保険料の減額賦課に係る令和６年度から令和８年度までの各年度における」に、「22,700円」

を「21,700円」に改め、同条第３項中「の令和３年度から令和５年度までの」を「についての

保険料の減額賦課に係る令和６年度から令和８年度までの各年度における」に、「37,900円」を

「36,900円」に改め、同条第４項中「の令和３年度から令和５年度までの」を「についての保

険料の減額賦課に係る令和６年度から令和８年度までの各年度における」に、「53,100円」を

「52,100円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 
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２ この条例による改正後の静岡市介護保険条例第14条の規定は、令和６年度以後の年度分の

保険料について適用し、令和５年度分までの保険料については、なお従前の例による。 
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議案第６０号 

 

   静岡市犯罪等に強いまちづくり条例の一部改正について 

 

 静岡市犯罪等に強いまちづくり条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

                    静岡市長  難 波 喬 司 

 

   静岡市犯罪等に強いまちづくり条例の一部を改正する条例 

 静岡市犯罪等に強いまちづくり条例（平成22年静岡市条例第８号）の一部を次のように改正

する。 

 第12条第１項中「紹介」の次に「、見舞金の支給」を加える。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第６１号 

 

静岡市児童福祉法施行条例の一部改正について 

 

 静岡市児童福祉法施行条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

   静岡市児童福祉法施行条例の一部を改正する条例 

 静岡市児童福祉法施行条例（平成25年静岡市条例第20号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「第21条の５の15第２項第１号」を「第21条の５の15第３項第１号」に、「第24条の

９第２項」を「第24条の９第３項」に改め、同条ただし書を削る。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第６２号 

 

静岡市廃棄物の処理及び減量に関する条例の一部改正について 

 

 静岡市廃棄物の処理及び減量に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

   静岡市廃棄物の処理及び減量に関する条例の一部を改正する条例 

 静岡市廃棄物の処理及び減量に関する条例（平成15年静岡市条例第177号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第13条第２項第１号中「192円」を「270円」に、「84円」を「120円」に改め、同項第２号ア

中「1,100円」を「1,500円」に改め、同号イ中「1,100円」を「1,500円」に、「110円」を「150

円」に改め、同項第３号を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年８月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の静岡市廃棄物の処理及び減量に関する条例第13条第２項第１号の

規定にかかわらず、この条例の施行の日前に手数料を納付した容器による一般廃棄物の処理

に係る手数料については、なお従前の例による。 
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議案第６３号 

 

静岡市都市公園条例の一部改正について 

 

 静岡市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

   静岡市都市公園条例の一部を改正する条例 

 静岡市都市公園条例（平成15年静岡市条例第231号）の一部を次のように改正する。 

別表第２の４公園を占用する場合（２）法第７条第１項各号（同項第６号を除く。）及び法第

７条第２項に規定するもの（消費税法施行令第８条に規定する駐車場その他の施設を除く。）の

表中「820円」を「840円」に、「740円」を「750円」に、「440円」を「450円」に、「880円」を

「890円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の静岡市都市公園条例別表第２の規定は、この条例の施行の日以後

の占用に係る使用料について適用し、同日の前日までの占用に係る使用料については、なお

従前の例による。 
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議案第６４号 

 

   静岡市における建築物に附置する駐車施設に関する条例の一部改正につい

   て 

 

 静岡市における建築物に附置する駐車施設に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
 
   静岡市における建築物に附置する駐車施設に関する条例の一部を改正する条例 

 静岡市における建築物に附置する駐車施設に関する条例（平成15年静岡市条例第236号）の一

部を次のように改正する。 

 第９条中「200メートル」を「300メートル」に改める。 

 別表ウの項中「1,000平方メートル」を「1,500平方メートル」に改め、同表オの項中「150

平方メートル」を「300平方メートル」に改め、同表カの項中「1,000平方メートル」を「1,500

平方メートル」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第６５号 

 

静岡市道路占用料条例の一部改正について 

 

 静岡市道路占用料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

                                           

静岡市道路占用料条例の一部を改正する条例 

静岡市道路占用料条例（平成15年静岡市条例第249号）の一部を次のように改正する。 

別表中備考以外の部分を次のように改める。 

別表（第２条関係） 

占用物件 占用料 

単位 金額 

法第32条第１

項第１号に掲

げる工作物 

第１種電柱 １本につき１年 840円 

第２種電柱 1,300円 

第３種電柱 1,700円 

第１種電話柱 750円 

第２種電話柱 1,200円 

第３種電話柱 1,600円 

その他の柱類 75円 

共架電線その他上空に設ける線類 長さ１メートルにつき

１年 

７円 

地下に設ける電線その他の線類 ４円 

路上に設ける変圧器 １個につき１年 730円 

地下に設ける変圧器 占用面積１平方メート

ルにつき１年 
450円 

変圧塔その他これに類するもの及

び公衆電話所 

１個につき１年 
1,500円 

郵便差出箱及び信書便差出箱 630円 

広告塔 表示面積１平方メート 7,300円 
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  ルにつき１年  

 その他のもの 占用面積１平方メート

ルにつき１年 

1,500円 

法第32条第１

項第２号に掲

げる物件 

外径が0.07メートル未満のもの 長さ１メートルにつき

１年 

31円 

外径が0.07メートル以上0.1メー

トル未満のもの 

45円 

外径が0.1メートル以上0.15メー

トル未満のもの 

67円 

外径が0.15メートル以上0.2メー

トル未満のもの 

89円 

外径が0.2メートル以上0.3メート

ル未満のもの 

130円 

外径が0.3メートル以上0.4メート

ル未満のもの 

180円 

外径が0.4メートル以上0.7メート

ル未満のもの 

310円 

外径が0.7メートル以上１メート

ル未満のもの 

450円 

外径が１メートル以上のもの 890円 

法第32条第１

項第３号に掲

げる施設 

自 動

運 行

補 助

施設 

法第２条第２

項第５号に規

定する自動運

行装置による

検知の対象と

して設置する

導線その他の

線類 

地下に設

けるもの 

長さ１メートルにつき

１年 

４円 

 

その他の

もの 

15円 

道路の構造又は交通の状況

を表示する標示柱その他の

柱類 

１本につき１年 1,200円 
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  その他のも

の 

上空に設ける

もの 

占用面積１平方メー

トルにつき１年 

750円 

地下に設ける

もの 

 450円 

その他のもの  1,500円 

法第32条第１項第４号に掲げる施設 占用面積１平方メー

トルにつき１年 

1,500円 

法第32条第１

項第５号に掲

げる施設 

地下街及び地下室 階数が１のも

の 

Ａに0.004を

乗じて得た額 

階数が２のも

の 

Ａに0.006を

乗じて得た額 

階数が３以上

のもの 

Ａに0.007を

乗じて得た額 

上空に設ける通路 3,700円 

地下に設ける通路 2,200円 

その他のもの 1,500円 

法第32条第１

項第６号に掲

げる施設 

祭礼、縁日その他の催しに際し、一

時的に設けるもの 

占用面積１平方メー

トルにつき１日 

73円 

その他のもの 占用面積１平方メー

トルにつき１月 

730円 

道路法施行令

（昭和27年政

令第479号。以

下「政令」とい

う。）第７条第

１号に掲げる

物件 

看板（アーチであ

るものを除く。） 

一時的に設け

るもの 

表示面積１平方メー

トルにつき１月 

730円 

その他のもの 表示面積１平方メー

トルにつき１年 

7,300円 

標識 １本につき１年 1,200円 

旗ざお 祭礼、縁日その

他の催しに際

し、一時的に設

けるもの 

１本につき１日 73円 

その他のもの １本につき１月 730円 

幕（政令第７条第 祭礼、縁日そ 表示面積１平方メー 73円 
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 ４号に掲げる工事

用施設であるもの

を除く。） 

の他の催しに際

し、一時的に設

けるもの 

トルにつき１日  

その他のもの 表示面積１平方メー

トルにつき１月 

730円 

アーチ 車道を横断する

もの 

１基につき１月 7,300円 

その他のもの 3,700円 

政令第７条第２号に掲げる工作物 占用面積１平方メー

トルにつき１年 

1,500円 

政令第７条第３号に掲げる施設 Ａに0.031を

乗じて得た額 

政令第７条第４号に掲げる工事用施設及び同条第

５号に掲げる工事用材料 

占用面積１平方メー

トルにつき１月 

730円 

政令第７条第６号に掲げる仮設建築物及び同条第

７号に掲げる施設 

150円 

政令第７条第

８号に掲げる

施設 

トンネルの上又は高架道路（当該路

面下の地下を除く。）の路面下に設

けるもの 

占用面積１平方メー

トルにつき１年 

Ａ に 0.012 を

乗じて得た額 

上空に設けるもの Ａに 0.017 を

乗じて得た額 

地下（トンネルの

上の地下を除く。）

に設けるもの 

階数が１のもの Ａに 0.004 を

乗じて得た額 

階数が２のもの Ａに 0.006 を

乗じて得た額 

階数が３以上の

もの 

Ａに 0.007 を

乗じて得た額 

その他のもの Ａに 0.025 を

乗じて得た額 

政令第７条第

９号に掲げる 

建築物 Ａに 0.015 を

乗じて得た額 

116



施設 その他のもの  Ａに 0.011 を

乗じて得た額 

政令第７条第

10号に掲げる

施設及び自動

車駐車場 

建築物 Ａに 0.022 を

乗じて得た額 

その他のもの Ａに 0.011 を

乗じて得た額 

 

政令第７条第12号に掲げる器具 Ａに 0.025 を

乗じて得た額 

政令第７条第

13号に掲げる

施設 

トンネルの上又は高速自動車国道

若しくは自動車専用道（高架のもの

に限る。）の路面下に設けるもの 

Ａに 0.015 を

乗じて得た額 

上空に設けるもの Ａに 0.022 を

乗じて得た額 

その他のもの Ａに 0.031 を

乗じて得た額 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の静岡市道路占用料条例（以下「改正後の条例」という。）別表の規

定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の占用期間に係る占用料について

適用し、施行日の前日までの占用期間に係る占用料については、なお従前の例による。 

（占用料の額の特例） 

３ 改正後の条例第２条及び別表の規定にかかわらず、施行日の前日までに既に道路法（昭和

27年法律第180号）第32条第１項又は第３項の許可を受けて道路を占用していた者が施行日

以後においても引き続き同一の占用物件により当該道路を占用する場合（施行日以後に占用

期間の更新を受ける場合を含む。）における当該占用物件に係る各年度の占用料の額は、当該

占用物件に係る改正後の条例別表占用料の欄に定める金額（改正後の条例第２条第２項の規

定により算定した占用料の額を含む。）が調整占用料額（次の表の左欄に掲げる年度の区分に
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応じ、同表の右欄に定める金額をいう。以下同じ。）を超えるときは、当該調整占用料額によ

り算定した額とする。 

令和６年度 改正前の静岡市道路占用料条例別表占用料の欄に定める金額

に1.2を乗じて得た金額 

令和７年度以降 前年度の調整占用料額に1.2を乗じて得た金額 
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議案第６６号 

 

   静岡市適応指導教室条例の一部改正について 

 

 静岡市適応指導教室条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
 

静岡市適応指導教室条例の一部を改正する条例 

 静岡市適応指導教室条例（平成18年静岡市条例第84号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   静岡市教育支援センター条例 

 第１条を次のように改める。 

 （設置） 

第１条 静岡市は、不登校児童等の生活及び学習に係る相談及び指導等の支援を行うことによ

り、不登校児童等の将来の社会的自立に資するため、教育支援センターを設置する。 

 第９条を第10条とする。 

 第８条中「適応指導教室」を「センター」に改め、同条を第９条とする。 

 第７条第１号中「適応指導教室」を「センター」に改め、同条を第８条とする。 

 第６条中「適応指導教室」を「センター」に改め、同条を第７条とする。 

 第５条中「適応指導教室」を「センター」に改め、同条を第６条とする。 

 第４条中「適応指導教室」を「センター」に改め、同条を第５条とする。 

 第３条中「第１条」を「第２条」に、「施設（以下「適応指導教室」を「教育支援センター（以

下「センター」に改め、同条第３号中「前２号」を「前３号」に改め、同号を同条第４号とし、

同条第２号中「自立及び学校生活への自発的な復帰を促す」を「将来の社会的自立に資する」

に改め、同号の次に次の１号を加える。 

（３）不登校児童等が在籍する学校との連携に関すること。 

 第３条を第４条とし、第２条を第３条とし、第１条の次に次の１条を加える。 

 （名称及び位置） 

第２条 教育支援センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 
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名称 位置 

静岡市ふれあい教室 静岡市葵区駿府町２番80号 

静岡市かがやく教室 静岡市駿河区南八幡町25番21号 

静岡市はばたく教室 静岡市清水区港町二丁目１番１号 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第６７号 

 

静岡市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正について 

 

 静岡市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

   静岡市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

 静岡市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成15年静岡市条例第298号）の一部を

次のように改正する。 

 第20条第３項中「、第15条及び第17条」を「及び第15条」に改める。   

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第６８号 

 

静岡市下水道条例の一部改正について 

 

 静岡市下水道条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

   静岡市下水道条例の一部を改正する条例 

 静岡市下水道条例（平成15年静岡市条例第301号）の一部を次のように改正する。 

 第15条第２項中「の末日」を「10日」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の静岡市下水道条例第15条第２項の規定は、検針日が令和６年10月

１日以後の使用料の納期限について適用し、検針日が同日前の使用料の納期限については、

なお従前の例による。 
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議案第６９号 

 

静岡市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める

条例の廃止について 

 

 静岡市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例を廃止する

条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

   静岡市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例を廃止

する条例 

静岡市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成25年

静岡市条例第27号）は、廃止する。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第７０号 

 

   静岡市浜石野外センター条例の廃止について 

 

 静岡市浜石野外センター条例を廃止する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

   静岡市浜石野外センター条例を廃止する条例 

 静岡市浜石野外センター条例（平成20年静岡市条例第69号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第７１号 

 

静岡市民文化会館及び静岡市民文化会館前駐車場の指定管理者の指定につ

いて 

 

静岡市民文化会館及び静岡市民文化会館前駐車場の指定管理者を次のとおり指定する。 

令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

管理を行わせる施設の 

名 称 及 び 所 在 地 

静岡市民文化会館 

静岡市葵区駿府町２番９０号 

静岡市民文化会館前駐車場 

静岡市葵区駿府町２番７５号 

指 定 管 理 者 

（所 在 地）静岡市葵区御幸町４番地の１ 

（名  称）静岡市文化振興財団共同事業体 

代表団体 公益財団法人静岡市文化振興財団 

（代表者名）理事長 髙木 雅宏 

指 定 期 間 
令和６年４月１日から 

令和７年３月３１日まで 

 

参考資料 

静岡市文化振興財団共同事業体の概要 

設  立  令和２年１１月１日 

＜構成員＞ 

１ 公益財団法人静岡市文化振興財団 理事長 髙木 雅宏 

  所 在 地 静岡市葵区御幸町４番地の１ 

  設  立 平成６年７月１日 

基本財産 ２億２，５００万円 
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目  的 演劇、舞踊、美術、音楽、科学、歴史、生涯学習等の文化振興に関する事業

を行い、市民が各種文化に触れる環境の整備と市民自身による文化創造活動

を促進し、もって魅力ある静岡文化の創造、継承、発信に寄与することを目

的とする。 

事業実績 指定管理事業の実績 

      静岡市民文化会館及び静岡市民文化会館前駐車場 

      静岡科学館  

      静岡市美術館 他 

 

 ２ 株式会社アス 代表取締役 常葉 英一郎 

   所 在 地 静岡市葵区田町二丁目８９番地の４ 

   設  立 平成２年２月７日 

   資 本 金 １，０００万円 

   業務内容 舞台、テレビ、イベント等の照明効果、音響効果の業務 

        公共ホールの舞台関連設備の操作及び管理業務 他 

   事業実績 指定管理事業の実績 

         静岡市民文化会館及び静岡市民文化会館前駐車場 

         藤枝市民会館  

         浜松市浜北文化センター 他 

 

３ タイムズ２４株式会社 代表取締役 西川 光一 

  所 在 地 東京都品川区西五反田二丁目２０番４号 

  設  立 平成２２年１２月２４日 

  資 本 金 １億円 

  業務内容 駐車場事業 

        時間貸駐車場（タイムズパーキング）の運営・管理 

        駐車場管理の受託 他 

  事業実績 指定管理事業の実績 

      静岡市民文化会館及び静岡市民文化会館前駐車場 

        港区立品川駅港南口公共駐車場 

        熱海市駐車場 他 
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４ タイムズサービス株式会社 代表取締役社長 金子 新吾 

  所 在 地 東京都品川区西五反田二丁目２０番４号 

  設  立 平成４年５月２２日 

  資 本 金 ５，０００万円 

  業務内容 駐車場総合管理 

        無人時間貸駐車場の機器メンテナンス及び巡回、清掃、駐車場コンサルティ

ング、駐車場有人管理、駐車場施工 

  事業実績 指定管理事業の実績 

      静岡市民文化会館及び静岡市民文化会館前駐車場 

        港区立品川駅港南口公共駐車場 

        熱海市駐車場 他 

 

５ 太平ビルサービス株式会社 代表取締役社長 狩野 正夫 

  所 在 地 東京都新宿区西新宿六丁目２２番１号 

  設  立 昭和３７年１月１８日 

  資 本 金 ２億円 

  業務内容 設備管理業務 

       警備業務 

       環境衛生業務 他 

  事業実績 指定管理事業の実績 

      静岡市民文化会館及び静岡市民文化会館前駐車場 

        藤枝市勤労者福祉センター（サンライフ藤枝） 

熊本城ホール・辛島公園地下駐車場 他 

  

６ 株式会社ＮＴＴファシリティーズ 代表取締役社長 松原 和彦 

  所 在 地 東京都港区芝浦三丁目４番１号 

  設  立 平成３年１０月１８日 

  資 本 金 １２４億円 

  業務内容 建築物・工作物全般、電気通信・コンピュータ用電力設備並びに情報システム

に関わる設計・監理・請負工事、保守・維持管理・修繕等 他 
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  事業実績 指定管理事業の実績 

        静岡市民文化会館及び静岡市民文化会館前駐車場 

        山梨県立県民文化ホール  

        あきる野市民文化ホール 他 
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議案第７２号 
 
   静岡市生涯学習センター、静岡市南部勤労者福祉センター及び静岡市小鹿老

人福祉センターの指定管理者の指定について 

 
 静岡市生涯学習センター、静岡市南部勤労者福祉センター及び静岡市小鹿老人福祉センター

の指定管理者を次のとおり指定する。 

  令和６年２月２１日提出 
 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

管理を行わせる施設の 

名 称 及 び 所 在 地 
別紙「管理を行わせる施設の名称及び所在地一覧」のとおり 

指 定 管 理 者 

（所 在 地）静岡市葵区御幸町４番地の１ 

（名  称）公益財団法人静岡市文化振興財団 

（代表者名）理事長 髙木 雅宏 

指 定 期 間 

静岡市駿河生涯学習センター、静岡市南部勤労者福祉センター及

び静岡市小鹿老人福祉センター 

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

静岡市駿河生涯学習センターを除く静岡市生涯学習センター 

１０館 

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

参考資料 

 公益財団法人静岡市文化振興財団の概要 

 設  立  平成６年７月１日 

 基本財産  ２億２，５００万円 

 目  的  演劇、舞踊、美術、音楽、科学、歴史、生涯学習等の文化振興に関する事業を

行い、市民が各種文化に触れる環境の整備と市民自身による文化創造活動を促

進し、もって魅力ある静岡文化の創造、継承、発信に寄与することを目的とす

る。 
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 事業実績  指定管理事業の実績 

静岡市葵生涯学習センターなど１３施設 

静岡市民文化会館及び静岡市民文化会館前駐車場 

静岡市歴史博物館 他 
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管理を行わせる施設の名称及び所在地一覧 

 
名称 所在地 

静岡市葵生涯学習センター 静岡市葵区東草深町３番１８号 
静岡市西部生涯学習センター 静岡市葵区田町三丁目４６番地の５ 
静岡市東部生涯学習センター 静岡市葵区千代田七丁目８番１５号 
静岡市北部生涯学習センター 静岡市葵区昭府二丁目１４番１号 
静岡市藁科生涯学習センター 静岡市葵区羽鳥本町５番９号 
静岡市西奈生涯学習センター 静岡市葵区瀬名二丁目３２番４３号 
静岡市南部生涯学習センター 静岡市駿河区南八幡町２５番２１号 
静岡市長田生涯学習センター 静岡市駿河区寺田１３１番地の１ 
静岡市大里生涯学習センター 静岡市駿河区中野新田５７番地の５ 
静岡市北部生涯学習センター美和分館 静岡市葵区安倍口団地５番１号 
静岡市駿河生涯学習センター 

静岡市駿河区小鹿二丁目２５番４５号 静岡市南部勤労者福祉センター 
静岡市小鹿老人福祉センター 
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議案第７３号 
 
   静岡市船越生涯学習交流館の指定管理者の指定について 

 
 静岡市船越生涯学習交流館の指定管理者を次のとおり指定する。 
  令和６年２月２１日提出 
 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

管理を行わせる施設の 

名 称 及 び 所 在 地 

静岡市船越生涯学習交流館 

静岡市清水区船越三丁目１２番７４号 

指 定 管 理 者 

（所 在 地）静岡市清水区相生町７番２６号 

（名  称）清水区生涯学習交流館運営協議会 

（代表者名）理事長 田宮 文雄 

指 定 期 間 
令和６年４月１日から 

令和９年３月３１日まで 

 

参考資料 

 清水区生涯学習交流館運営協議会の概要 

 設  立  平成２３年１月２５日 

 目  的  生涯学習交流館等の管理運営を行うとともに、地域交流及びまちづくり等の 

支援を行うことにより、豊かな地域社会を実現することを目的とする。 

 事業実績  指定管理事業の実績 

静岡市辻生涯学習交流館など２０施設 
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議案第７４号 

 

静岡市梅ケ島高齢者生活福祉センターの指定管理者の指定について 

 

静岡市梅ケ島高齢者生活福祉センターの指定管理者を次のとおり指定する。 

令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司 

 

管理を行わせる施設の 

名 称 及 び 所 在 地 

静岡市梅ケ島高齢者生活福祉センター 

静岡市葵区入島２４６番地 

指 定 管 理 者 

（所 在 地）静岡市葵区桂山７２３番地の６ 

（名  称）社会福祉法人桂 

（代表者名）理事長 海野 保 

指 定 期 間 
令和６年４月１日から 

令和７年３月３１日まで 

 

参考資料 

社会福祉法人桂の概要 

設 立  平成８年１２月４日 

基本財産  １８億７,５０４万９,３５１円 

目 的  多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創

意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、自立した生活を

地域社会において営むことができるよう支援することを目的とする。 

事業実績  指定管理事業の実績 

静岡市梅ケ島高齢者生活福祉センター 

その他事業の実績 

特別養護老人ホームカリタス２１の管理運営 

ケアハウスカリタスみわの管理運営 他 
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議案第７５号 

 

静岡市産学交流センター及び静岡市清水産業・情報プラザの指定管理者 

の指定について 

 

静岡市産学交流センター及び静岡市清水産業・情報プラザの指定管理者を次のとおり指

定する。 

令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

管理を行わせる施設の 

名 称 及 び 所 在 地 

静岡市産学交流センター 

静岡市葵区御幸町３番地の２１ 

静岡市清水産業・情報プラザ 

静岡市清水区相生町６番１７号 

指 定 管 理 者 

（所 在 地）静岡市葵区黒金町２０番地の８ 

（名  称）静岡市産業支援施設管理運営共同事業体 

      代表団体 静岡商工会議所  

（代表者名）会頭 岸田 裕之 

指 定 期 間 
令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

 

参考資料 

静岡市産業支援施設管理運営共同事業体の概要 

 設  立  平成２９年１０月２４日 

＜構成員＞ 

  １ 静岡商工会議所 会頭 岸田 裕之 

    所 在 地  静岡市葵区黒金町２０番地の８ 

    設  立  平成２２年４月１日 
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    目  的  地区内における商工業者の共同社会を基盤とし、商工業の総合的な

改善発達を図り、兼ねて社会一般の福祉の増進に資し、もって我が国

商工業の発展に寄与することを目的とする。 

   事業実績  指定管理事業の実績 

 静岡市産学交流センター及び静岡市清水産業・情報プラザ 

          その他事業の実績 

商工会議所としての意見の公表並びに意見の国会、行政庁等への

具申及び建議 

商工業に関する調査研究 他 

   

２ 公益財団法人静岡産業振興協会 代表理事 山本 高匡 

  所 在 地  静岡市駿河区曲金三丁目１番１０号 

    設  立  昭和５５年３月１１日 

    基本財産  １１０億６０２万３，３００円 

    目  的  地域の中小企業等の製品開発・技術の向上、人材育成、創業の促進及

び経営基盤の強化を支援するとともに、人、物、情報等の交流拠点で

ある静岡産業支援センターの管理運営に関する事業を行い、もって

地域産業の振興並びに地域経済及び地域社会の健全な発展に寄与す

ることを目的とする。 

   事業実績  指定管理事業の実績 

 静岡市産学交流センター及び静岡市清水産業・情報プラザ 

          その他事業の実績 

  静岡産業支援センターの設置及び管理運営 他 

 

 

135



 

 

 

議案第７６号 

 

港湾会館清水日の出センターの指定管理者の指定について 

 

港湾会館清水日の出センターの指定管理者を次のとおり指定する。 

令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司  

 

管理を行わせる施設の 

名 称 及 び 所 在 地 

港湾会館清水日の出センター 

静岡市清水区日の出町９番２５号 

港湾会館清水日の出センター別館 

静岡市清水区港町２丁目１０番１号 

指 定 管 理 者 

（所 在 地）静岡市清水区興津清見寺町１３７５番地の１６ 

（名  称）清水港振興グループ 

      代表企業 清水港振興株式会社 

（代表者名）代表取締役 髙橋 明彦 

指 定 期 間 
令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

 

参考資料 

清水港振興グループの概要 

設 立 平成１８年３月１日 

＜構成員＞ 

１ 清水港振興株式会社 代表取締役 髙橋 明彦 

  所 在 地  静岡市清水区興津清見寺町１３７５番地の１６ 

 設   立  平成８年４月３０日 

 資 本 金  ５億円   

 業務内容  物流施設の建設・管理・運営及び賃貸 他 
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 事業実績  指定管理事業の実績 

港湾会館清水日の出センター（別館を含む） 

        静岡県清水港湾交流センター 

       その他事業の実績 

        興津国際流通センター１号棟２号棟の整備 

日の出パーキングの整備 他 

        

２ 株式会社ドリームプラザ 代表取締役 大井 一郎 

   所 在 地  静岡市清水区入船町１３番１５号 

 設   立  平成２４年７月２５日 

 資 本 金  １，０００万円   

 業務内容  ビル、小売店舗、展示場、多目的ホール、駐車場等の商業施設の管理・運営 

         小売店舗及び博物館、資料館、美術館等の管理運営業 他 

 事業実績  指定管理事業の実績 

港湾会館清水日の出センター（別館を含む） 

その他事業の実績 

エスパルスドリームプラザの管理運営  

             

３ 富士山清水港クルーズ株式会社 代表取締役 大井 一郎 

所 在 地  静岡市清水区日の出町１０番８０号 

設   立  令和２年４月１３日 

資 本 金  ３，０００万円   

業務内容   海運業、飲食業、旅行業、観光地の案内業 他 

事業実績  指定管理事業の実績 

港湾会館清水日の出センター（別館を含む） 

        その他事業の実績 

運航船舶の管理運営  
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議案第７７号 

 

静岡市あさはた緑地交流広場の指定管理者の指定について 

 

静岡市あさはた緑地交流広場の指定管理者を次のとおり指定する。 

令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司 

 

管理を行わせる施設の 

名 称 及 び 所 在 地 

静岡市あさはた緑地交流広場 

静岡市葵区赤松２番地の１ 

指 定 管 理 者 

（所 在 地）静岡市葵区北二丁目１０番２０号 

（名  称）一般社団法人グリーンパークあさはた 

（代表者名）代表理事 木下 聡 

指 定 期 間 
 令和６年４月１日から 

 令和１１年３月３１日まで 

 

参考資料 

一般社団法人グリーンパークあさはたの概要 

設 立 令和２年７月１日 

目 的 あさはた緑地の自然と地域環境を活用し、国連が定めるＳＤＧｓ（持続可能な開

発目標）の理念と実践を土台にして、地域の賑わいの創出及び誰もが笑顔になれる

空間作りに貢献することを目的とする。 

事業実績 指定管理事業の実績 

静岡市あさはた緑地交流広場  
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議案第７８号 

 

   包括外部監査契約の締結について 

 

 包括外部監査契約を次のように締結する。 

  令和６年２月２１日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
 

１ 契 約 の 目 的 当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

２ 契 約 の 始 期 令和６年４月１日 

３ 契 約 金 額 １４，８６１，０００円を上限とする額 

４ 費 用 の 支 払 方 法 監査の結果に関する報告提出後に一括払 

５ 契 約 の 相 手 方 

住 所 浜松市中央区曳馬六丁目１３番３１号 

    グランゼコールⅢ ３０３号 

氏 名 村本 大輔 
資 格 公認会計士 
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議案第７９号 
 

字の区域の変更について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第５４条第４項の規定による県営経営体育成樹園地再編整備事業矢部

地区についての換地処分の公告があった日の翌日から本市内の字の区域を別紙のとおり変更す

る。 

  令和６年２月２１日提出 
 

静岡市長  難 波 喬 司    
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別紙 
１ 大字北矢部に編入し小字を廃止する区域 
  大字南矢部字所川１１２１の８０の一部、１１２１の８１の一部、１１２１の８６から１

１２１の８９までの各一部、１１２１の１０８の一部、１１５４の１の一部、１１５４の６

から８までの各一部、１１５５の１の一部、１１５５の５の一部、１１５５の７の一部、１

１９１の１の一部、１１９１の４の一部、１１９１の２１の一部、１１９１の２２の一部、

１２１８の一部、１２２０の一部、１２２２の一部、１２２６の１、１２２６の２、１２２

７の１，１２２７の２の一部、１２２７の４の一部、１２２７の５の一部、１２２７の６、

１２２７の７から１２２７の１１の各一部、１２２７の１５の一部、１２２７の１６の一部、

１２２７の２０の一部、１２４７の一部、１２４８の１、１２４８の２の一部、１２５１か

ら１２５６まで、１２６０、１２６１、１２６２の２及びこれらの区域に隣接介在する道路

である公有地の全部、字後山１２８８の２６から１２８８の３０までの各一部、１２８８の

３１から１２８８の３３、１２８８の３７、１２８８の３８、１２８８の４０、１２８９の

２、１２９２、１２９３の１、１２９３の２、１２９４の１の一部、１２９４の２、１２９

４の４、１２９５、１３３４の４の一部、１３３４の地先の道路である公有地の一部及びこ

れらの区域に隣接介在する道路である公有地の全部並びに一部、大字馬走字別去東１３２３，

１３２４の１から１３２４の３まで、１３２４の４の１、１３２４の４の２、１３２４の５、

１３２４の８から１０まで、字焼山１３３９の１から１３３９の８まで、１３４０の１、１

３４０の５、１３４０の６、１３４０の８、１３４０の９及びこれらの区域に隣接介在する

道路である公有地の全部、大字村松字滝川４４３１の一部、４４８３の一部、４４８４の一

部、４４８９及びこれらの区域に隣接介在する道路、水路である公有地の全部 

 

２ 大字南矢部に編入し小字を廃止する区域 

  大字北矢部字後山１３３４の４から１３３４の６までの各一部、字唐沢２０４５の８の一

部、２０４５の１４の一部、２０５２の１の一部及びこれらの区域に隣接介在する道路であ

る公有地の全部、大字村松字梶ヶ谷３３２２の４、３３２３の２、３３２４の３、字滝川３

４９２の４、４３０１の２の一部及びこれらの区域に隣接介在する水路である公有地の全部 

 

３ 大字村松に編入し小字を廃止する区域 

  大字南矢部字所川１１２１の４６の一部、１１２１の５５の一部、１１２１の５６の一部、

１１２１の６６から１１２１の６８までの各一部、１１２１の６９から１１２１の７１まで、
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１１２１の７６から１１２１の７８まで、１１２１の８０の一部、１１２１の８２の一部、

１１２１の１２０、１１２１の１３３及びこれらの区域に隣接介在する水路である公有地の

全部、大字北矢部字唐沢２０１６の一部、２０１７の一部、２０３４の３から２０３４の６

の各一部、２０３４の７、２０３４の１１の一部、２０３４の１２の一部、２０３４の１７、

２０３７、２０３８の一部、２０３９の１の一部、２０３９の２の一部、２０３９の１３の

一部及びこれらの区域に隣接介在する道路、水路である公有地の全部 

 

 

４ 小字を廃止する区域 

  大字北矢部字後山１３３２の２、１３３４の１、１３３４の２、１３３４の４から１３３

４の６までの各一部、１３３５の１から１３３５の５まで、１３３６の２、１３３６の３及

びこれらの区域に隣接介在する道路、水路等である公有地の全部、字猪房１３７７、１３７

８、１３８０の１、１３８０の２、１３８１、１３８２の１、１３８２の３、１３８３の１、

１３８３の２の１、１３８３の２の２、１３８３の３から１３８３の５まで、１３８４から

１３８８まで、１３８９の１から１３８９の４まで、１４２８の６、１４２９の４、１４３

０の３、１４３１の３から１４３１の７まで、１４３３の１５，１４３３の１６、１４３３

の１８、１４４４の１８、１４４４の１９、１４４４の２１、１４４４の２２、１４５４の

３、１４５９の２、１４６５から１４６７まで及びこれらの区域に隣接介在する道路の公有

地の全部、字池川１４６８の１、１４６８の２、１４６９の１、１４６９の２、１４７０、

１４７１、１４７２の１、１４７２の２、１４７３の１から１４７３の３まで、１４７５の

１から１４７５の９まで、１４７６、１４７７、１４７８の２、１４７８の５から１４７８

の８まで、１４７９の１、１４７９の２、１４８０の１、１４８０の２、１４８１、１４８

２の１から１４８２の３まで、１４８３、１４８４、１４８５の１、１４８５の２、１４８

７の２、１４９３の２、１４９４の１、１４９４の２、１４９５の１から１４９５の５まで、

１４９６、１４９７の１、１４９７の２、１４９８から１５０４まで、１５０５の１、１５

０５の２、１５０６の２、１５０７の１から１５０７の３まで、１５０８の１から１５０８

の３まで、１５０９の１から１５０９の３まで、１５１０の１から１５１０の３まで、１５

１１の１から１５１１の３まで、１５１２の１から１５１２の３まで、１５１３の１から１

５１３の４まで、１５１４の１、１５１４の２、１５１５、１５１６の１から１５１６の３

まで、１５１７の１から１５１７の５まで、１５１８、１５１９、１５２０の１、１５２０

の２、１５２０の４、１５２０の５、１５２１の１から１５２１の４まで、１５２２の１か
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ら１５２２の３まで、１５２３の１から１５２３の４まで、１５２４の１、１５２４の２、

１５２６及びこれらの区域に隣接介在する道路、水路等である公有地の全部、字大沢１５２

７、１５２８の１、１５２８の２、１５２９の１から１５２９の３まで、１５３０の１から

１５３０の７まで、１５３１、１５３２の１から１５３２の８まで、１５３３の２、１５３

４の２、１５３５の１、１５３５の２、１５３６の１、１５３６の２、１５３７の１から１

５３７の３まで、１５３８の１、１５３８の２、１５３９、
１５４０

１５４３ 、
１５４１

１５４２ 、１５

４４、１５４５の１、１５４５の３から１５４５の７まで、１５４６、１５４７、１５４８

の１から１５４８の３まで、１５４９の１から１５４９の４まで、１５５０の１から１５５

０の３まで、１５５１の１から１５５１の３まで、１５５１の５から１５５１の７まで、１

５５２の１から１５５２の５まで、１５５３の１から１５５３の６まで、１５５３の８から

１５５３の１８まで、１５５３の２０、１５５３の２２から１５５３の２５まで、１５５３

の２７から１５５３の３８まで、１５５４から１５６０まで、１５６１の１から１５６１の

３まで、１５６２、１５６３の１から１５６３の４まで、１５６４の１から１５６４の３ま

で、１５６５の１から１５６５の３まで、１５６６の１から１５６６の３まで、１５６７の

１から１５６７の３まで及びこれらの区域に隣接介在する道路、水路等である公有地の全部、

字大子母沢１５６８の１から１５６８の６まで、１５６９の１から１５６９の１５まで、１

５７０、１５７１の１から１５７１の３まで、１５７２の１、１５７３の１から１５７３の

４まで、１５７４の１、１５７４の２、１５７５の１、１５７５の２、１５７６の１から１

５７６の４まで、１５７７の１から１５７７の３まで、１５７８の１、１５７９、１５８０

の１から１５８０の３まで、１５８１の１、１５８１の２、１５８２、１５８３、１５８４

の１から１５８４の３まで、１５８５の１、１５８５の２、１５８６の２から１５８６の７

まで、１５８７の１、１５８８の１から１５８８の３まで、１５８９の１から１５８９の３

まで、１５９０の１、１５９０の２の１、１５９０の２の２、１５９０の３、１５９１の１、

１５９１の２、１５９２の１、１５９２の２、１５９３の１から１５９３の３まで、１５９

４の１、１５９４の２、１５９５の１から１５９５の３まで、１５９６、１５９７の１、１

５９７の３から１５９７の５まで、１５９８の１、１５９８の２、１５９９、１６００の１

から１６００の６まで、１６０１、１６０２の１、１６０２の２、１６０３の１、１６０３

の２、１６０４、１６０５、１６０６の１、１６０６の２、１６０７の１、１６０７の２、

１６０８の１、１６０８の３、１６０９の１、１６０９の４、１６０９の５、１６１１、１

６１２、１６１３の１から１６１３の３まで、１６１４から１６２１まで及びこれらの区域

143



に隣接介在する道路、水路等である公有地の全部、字小子母沢１６２２、１６２３の１、１

６２３の２、１６２４，１６２５の１から１６２５の３まで、１６２６から１６２８まで、

１６３１、１６３２の１、１６３２の２、１６３３の１から１６３３の８まで、１６３４の

１、１６３４の２、１６３５、１６３６、１６３７の１、１６３７の２、１６３８、１６３

９の１から１６３９の４まで、１６４０及びこれらの区域に隣接介在する道路、水路等であ

る公有地の全部、字小桜ヶ谷１６４１の１、１６４１の２の１、１６４１の２の２、１６４

１の３から１６４１の５まで、１６４２の１から１６４２の４まで、１６４３の１から１６

４３の９まで、１６４４の１から１６４４の３まで、１６４５の１の１、１６４５の１の２、

１６４５の２の１、１６４５の２の２、１６４６の１から１６４６の３まで、１６４７の１

から１６４７の３まで、１６４８、１６４９の１から１６４９の１３まで、１６５０の１、

１６５０の２、１６５１、１６５２の１から１６５２の２０まで、１６５２の２２から１６

５２の３３まで、１６５３の１、１６５３の２、１６５４の１、１６５４の２、１６５５の

１から１６５５の３まで、１６５６、１６５８、１６５９の２、１６５９の３、１６６０、

１６６１、１６６２の１から１６６２の４まで、１６６３、１６６４の１の１、１６６４の

１の２、１６６４の１の７、１６６４の２の１、１６６４の２の２、１６６４の２の４、１

６６４の３から１６６４の６まで、１６６５の１から１６６５の６まで、１６６６の１、１

６６６の２、１６６７、１６６８の１、１６６８の３から１６６８の１０まで、１６７０、

１６７０の２、１６７１の１、１６７１の３、１６７１の４、１６７１の６、１６７１の７、

１６７２から１６７６まで、１６７７の１、１６７７の２、１６７７の２の１、１６７７の

２の２、１６７７の３から１６７７の５まで、１６７８から１６８３まで、１６８４の１か

ら１６８４の３まで、１６８６の１、１６８７の１から１６８７の３まで及びこれらの区域 

に隣接介在する道路等である公有地の全部、字大桜ヶ谷１６８８の２、１６８９    、１ 

６８８の６から１６８８の１３まで、１６９０、１６９２の３から１６９２の６まで、１６

９２の８から１６９２の１１まで、１６９３、１６９４、１６９５の１、１６９５の２、１

６９６から１６９９まで、１７００の１から１７００の８まで、１７０１の１、１７０１の

２、１７０２、１７０４の１、１７０４の４から１７０４の６まで、１７０５の１、１７０

５の２、１７０６の１、１７０６の２、１７０７の１から１７０７の３まで、１７０８の１、

１７０８の２及びこれらの区域に隣接介在する道路、水路である公有地の全部、字大鶴ヶ谷

１７０９の１から１７０９の４まで、１７１０、１７１０の２、１７１１の１、１７１１の

２、１７１２から１７１４まで、１７１５の１の１、１７１５の１の３から１７１５の１の

１６８８の３ 

１６９１ 
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５まで、１７１５の２、１７１５の３、１７１６、１７１７、１７１８の１から１７１８の

４まで、１７１９の１から１７１９の４まで、１７２０の１、１７２１の１、１７２１の７、

１７２１の８、１７２２の１の３から１７２２の１の５まで、１７２２の２から１７２２の

５まで、１７２３、１７２４の１から１７２４の３まで及びこれらの区域に隣接介在する道

路である公有地の全部、字道間垣１７２５の１、１７２５の２、１７２６の１から１７２６

の５まで、１７２７の１の１、１７２７の１の２、１７２７の２から１７２７の４まで、１

７２８の１、１７２８の２、１７２９の１から１７２９の３まで、１７３０の１、１７３０

の２、１７３１の１、１７３１の２、１７３２の２、１７３２の４、１７３２の５、１７３

３の１、１７３３の２、１７３４、１７３５の１の２、１７３５の４、１７３５の６、１７

３６、１７３７の７、１７３７の８、１７４１の２、１７４２の２の３、１７４２の４、１

７４２の７、１７４３から１７４６まで、１７４７の１、１７４７の２、１７４８の１、１

７４８の２、１７４９の１から１７４９の３まで、１７４９の３の２、１７４９の４から１

７４９の９まで、１７４９の１１、１７４９の１２、１７５０の１、１７５０の２、１７５

１の１、１７５１の２、１７５２、１７５３の１から１７５３の３まで、１７５４の１から

１７５４の６まで、１７５５の３、１７５６の２、１７５７及びこれらの区域に隣接介在す

る道路、水路等である公有地の全部、字細谷１８９３の２、１９０５の２、１９０６、１９

０７、１９１２、１９１３の２から１９１３の６まで、１９１５の１、１９１５の２、１９

１６の１、１９１６の２、１９１７の１、１９１７の２、１９１８から１９２０まで、１９

２１の１、１９２１の２、１９２２、１９２３、１９２３の２、１９２４の１、１９２４の

２、１９２５、１９２６、１９２７の３、１９２８の２、１９２９の２、１９５１の１から

１９５１の３まで、１９５１の２２、１９５１の２５及びこれらに隣接介在する道路である

公有地の全部、字長谷１９８７の１、１９８７の４、１９８９の１、字唐沢１９９４の２、

２００５の１、２００５の２、２００６の１から２００６の５まで、２００７、２０１０か

ら２０１５まで、２０１６の一部、２０１７の一部、２０１８、２０１９の１、２０１９の

２、２０２０から２０２８まで、２０２９の１から２０２９の３まで、２０３０、２０３１

の１から２０３１の４まで、２０３２の１から２０３２の５まで、２０３３の１から２０３

３の５まで、２０３４の１、２０３４の３から２０３４の６までの各一部、２０３４の１１

の一部、２０３４の１２の一部、２０３４の１３から２０３４の１６まで、２０３５、２０

３６、２０３８の一部、２０３９の１の一部、２０３９の２の一部、２０３９の３から２０

３９の１２まで、２０３９の１３の一部、２０３９の１４から２０３９の１８まで、２０４

０の１から２０４０の１３まで、２０４１、２０４２の１から２０４２の４まで、２０４３
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の１から２０４３の５まで、２０４４、２０４５の１から２０４５の７まで、２０４５の８

の一部、２０４５の９から２０４５の１３まで、２０４５の１４の一部、２０４５の１５か

ら２０４５の１７まで、２０４６の１、２０４６の２、２０４７、２０４８の１、
２０４８

２０４９

の２ 

 、２０４８の３から２０４８の９まで、２０５０の１から２０５０の５まで、２０５

１、２０５２の１の一部、２０５２の２から２０５２の４まで、２０５２の６から２０５２

の８まで、２０５２の１０から２０５２の１２まで、２０５３の１、２０５３の２、２０５

４の１から２０５４の４まで、２０５５、２０５６の１、２０５６の２、２０５７、２０５

８の１から２０５８の５まで、２０５９、２０６０、２０６１の１、２０６１の２、２０６

２の１から２０６２の４まで、２０６３、２０６４の１から２０６４の３まで及びこれらの

区域に隣接介在する道路等である公有地の全部、大字南矢部字宮川９９７の２、９９９の２、

９９９の３、１０００の２、１００１、１００２、１００３の２、１００４の２、１０２８

の２、１０２９の２、１０３０の２、１０５９、１０６０の２、１０６１の２，１０６２の

２、１０６２の３、１０６３の３、１０６３の４、１０６４の２、１０８１の２、１０８２、

１０８３、１０８４の１０、１０８４の１１、１０８４の３２から１０８４の３４まで、１

０８４の４４から１０８４の４６まで、１０８４の４８、１０８４の５０から１０８４の５

５まで、１０８４の５７から１０８４から７６まで、１０９３の２、１０９６の２、１０９

７の２及びこれらの区域に隣接介在する道路等である公有地の全部、字向山１１０１の５、

１１０１の１２、１１０１の１９、１１０１の２１から１１０１の２５まで、１１０２の９、

１１０２の１７から１１０２の１９まで、１１０２の３１から１１０２の３５まで、字所川

１１１９の３、１１２０、１１２１の１、１１２１の４から１１２１の１９まで、１１２１

の２２から１１２１の４５まで、１１２１の４６の一部、１１２１の４７から１１２１の５

４まで、１１２１の５５の一部、１１２１の５６の一部、１１２１の６６から１１２１の６

８までの各一部、１１２１の８０から１１２１の８２までの各一部、１１２１の８３から１

１２１の８５まで、１１２１の８６から１１２１の８９までの各一部１１２１の９０から１

１２１の９９まで、１１２１の１００から１１２１の１０７まで、１１２１の１０８の一部、

１１２１の１０９から１１２１の１１８まで、１１２１の１２１から１１２１の１３０まで、

１１２１の１３２、１１２１の１３４から１１２１の１４５まで、１１２９の２、１１３０

の２、１１３１の２、１１４７、１１４８、１１５４の１の一部、１１５４の５、１１５４

の６から１１５４の８までの各一部、１１５４の９、１１５４の１０、１１５５の１の一部、
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１１５５の２、１１５５の５の一部、１１５５の６、１１５５の７の一部、１１５５の８か

ら１１５５の１１まで、１１６０の２、１１６３、１１６４の１、１１６４の２、１１６５

の１、１１６５の２、１１６６の１、１１６６の２、１１６７の１から１１６７の１５まで、

１１６８、１１６９の１から１１６９の４まで、１１７０の１、１１７０の２、１１７１の

１、１１７１の２、１１７２の１から１１７２の３まで、１１７３から１１７８まで、１１

７９の１から１１７９の３まで、１１８０の１から１１８０の３まで、１１８１の１から１

１８１の３まで、１１８２、１１８３、１１８４の１、１１８４の２、１１８５の１、１１

８５の２、１１８６の１、１１８６の３から１１８６の５まで、１１８９の１、１１８９の

２、１１９０、１１９１の１の一部、１１９１の３、１１９１の４の一部、１１９１の５か

ら１１９１の２０まで、１１９１の２１の一部、１１９１の２２の一部、１１９１の２３、

１１９１の２４、１１９１の２６、１１９１の２７、１１９５、１１９６の１から１１９６

の３まで、１１９７、１１９７の２、１１９８の１、１１９８の２、１１９９の１、１１９

９の２、１２００の１、１２００の２、１２０１から１２０５まで、１２０６の１、１２０

６の２、１２０７の１、１２０７の２、１２０８、１２０９、１２１０の１、１２１０の２、

１２１１、１２１２、１２１３の１、１２１３の２、１２１５から１２１７まで、１２１８

の一部、１２１９、１２２０の一部、１２２１、１２２２の一部、１２２７の２の一部、１

２２７の３、１２２７の４の一部、１２２７の５の一部、１２２７の７から１２２７の１１

までの各一部、１２２７の１５の一部、１２２７の１６の一部、１２２７の１７から１２２

７の１９まで、１２２７の２０の一部、１２３１の１、１２３１の２、１２３２から１２３

４まで、１２３５の１、１２３５の２、１２３６、１２３７、１２３８の３、１２３８の４、

１２３９、１２４０、１２４１の２、１２４２の１、１２４２の２、１２４３の１、１２４

３の２、１２４４、１２４５、１２４６の１から１２４６の３まで、１２４７の一部、１２

４８の２の一部、１２６４の２、１２６９の２、１２７０の１、１２７０の２、１２７０の

６及びこれらの区域に隣接介在する道路、水路等である公有地の全部、字屋敷添１２７８の

２、１２７９の６、１２７９の８、１２７９の９、１２７９の１１、１２８１の３、１２８

１の４、１２８２の２５、字後山１２８３の２、１２８７の２、１２８８の１４、１２８８

の１８、１２８８の１９、１２８８の２１から１２８８の２５まで、１２８８の２６から１

２８８の３０までの各一部、１２８８の３９、１２８８の４１から１２８８の４６まで、１

２９４の１の一部、１２９４の５、１２９８の２及びこれらの区域に隣接介在する道路等で

ある公有地の全部、大字村松字滝川４３０１の２の一部、４３１６から４３２０まで、４３

７６の２、４３７７から４３８２まで、４４３１の一部、４４３２の２、４４３３から４４
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３５まで、４４８３の一部、４４８４の一部、４４８５から４４８８まで及びこれらの区域

に隣接介在する道路等である公有地の全部 

 

上記地番は、令和５年６月２６日現在の登記簿による。 
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その他の議案の説明 
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その他の議案の説明 

 

 

議案第５１号 静岡市農業集落排水事業の設置等に関する条例の制定について 

  地方公営企業法の規定に基づき、農業集落排水事業の設置等について必要な事項を定めるため、本条

例を制定しようとするものである。 

 

議案第５２号 静岡市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用等に関する条例の一部改正について 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部改正に伴い、個人

番号が利用できる事務について、所要の改正をしようとするものである。 

 

議案第５３号 静岡市附属機関設置条例の一部改正について 

附属機関の設置、廃止、所掌事務及び委員の定数の変更について、所要の改正をしようとするもので

ある。 

 

議案第５４号 静岡市職員定数条例の一部改正について 

市長の事務部局等における職員定数を改めるとともに、地方公務員の定年引上げに伴う職員定数の特

例を定めるため、所要の改正をしようとするものである。 

 

議案第５５号 静岡市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例及び静岡市職員の育児休業等

に関する条例の一部改正について 

地方自治法の一部改正に伴い、会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給等について、必要な事項を定

めるため、所要の改正をしようとするものである。 

 

議案第５６号 静岡市新型コロナウイルス感染症経済変動対策資金特別利子助成基金条例の一部改正に

ついて 

基金の設置期間を延長するため、所要の改正をしようとするものである。 

 

議案第５７号 静岡市手数料条例の一部改正について 

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正等に伴い、各手数料について、所要の改正をし

ようとするものである。 
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議案第５８号 静岡市国民健康保険条例の一部改正について 

  静岡市国民健康保険運営協議会の答申を踏まえ、保険料率を見直すとともに、国民健康保険法施行令

等の一部改正に伴い、賦課限度額の引き上げ等について必要な事項を改めるため、所要の改正をしよう

とするものである。 

 

議案第５９号 静岡市介護保険条例の一部改正について 

  介護保険法施行令の一部改正及び第９期介護保険事業計画に基づき、保険料を見直すため、所要の改

正をしようとするものである。 

 

議案第６０号 静岡市犯罪等に強いまちづくり条例の一部改正について 

  犯罪被害者等に対する見舞金支給制度を創設するため、所要の改正をしようとするものである。 

 

議案第６１号 静岡市児童福祉法施行条例の一部改正について 

  児童福祉法の改正に伴い、事業者の指定要件から医療型児童発達支援に関する規定を削除するため、

所要の改正をしようとするものである。 

 

議案第６２号 静岡市廃棄物の処理及び減量に関する条例の一部改正について 

  処理原価と近隣市の料金水準を踏まえ、事業活動に伴う一般廃棄物の処理手数料を改めるため、所要

の改正をしようとするものである。 

 

議案第６３号 静岡市都市公園条例の一部改正について 

  道路法施行令の一部改正に伴い、公園を占用する場合の使用料を改めるため、所要の改正をしようと

するものである。 

 

議案第６４号 静岡市における建築物に附置する駐車施設に関する条例の一部改正について 

  社会情勢の変化等に伴う市内の駐車需要の現状を踏まえ、特定用途に係る駐車場の設置義務の要件を

緩和するため、所要の改正をしようとするものである。 

 

議案第６５号 静岡市道路占用料条例の一部改正について 

  道路法施行令の一部改正に伴い、固定資産税評価額に基づく地価に即した額に改めるとともに、自動

運行補助施設の占用料を追加するため、所要の改正をしようとするものである。 

 

議案第６６号 静岡市適応指導教室条例の一部改正について 

  条例及び施設の名称並びに設置目的を変更するため、所要の改正をしようとするものである。 
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議案第６７号 静岡市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正について 

  地方自治法の一部改正に伴い、会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給等について、必要な事項を

定めるため、所要の改正をしようとするものである。 

 

議案第６８号 静岡市下水道条例の一部改正について 

  本市における下水道使用料について、納期限を改めるため、所要の改正をしようとするものである。 

 

議案第６９号 静岡市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の廃止に

ついて 

健康保険法等の一部改正に伴う経過措置として、なおその効力を有するとされた介護療養型医療施設

の規定が失効するため、本条例を廃止しようとするものである。 

 

議案第７０号 静岡市浜石野外センター条例の廃止について 

  施設の廃止に伴い、本条例を廃止しようとするものである。 

 

自 議案第７１号 静岡市民文化会館及び静岡市民文化会館前駐車場の指定管理者の指定について 

至 議案第７７号 静岡市あさはた緑地交流広場の指定管理者の指定について 

  いずれも、施設の指定管理者の指定について、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、議会

の議決を求めるものである。 

 

議案第７８号 包括外部監査契約の締結について 

  包括外部監査契約の締結について、地方自治法第２５２条の３６第１項の規定により、議会の議決を

求めるものである。 

 

議案第７９号 字の区域の変更について 

  県営経営体育成樹園地再編整備事業矢部地区の換地処分に伴い、字の区域を変更しようとするもので

ある。 
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